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輔醐 1 住宅復興に関する国への提言

近畿弁護士会連合会

提出年月 1996年(平成8年) 3)1 

提出 先 厚生省、建設省、大蔵省、大阪府、S';)>j(県、大阪Ili、間1-1/市、村l

戸市、尼崎市、明石市、丙佐¥I¥i¥ 1""，-/石川j、似J'J-rli、宝塚I¥i、淡路

町、北淡町、 一宮町

1985年の近弁連大会は住居は基本的人権の15であり、 11;':1氏肘1+水準水11日jの

居住状態を人権侵害であると決議した。この従r'，はこの決議にもとづいて、

被災者の生活再建のための家賃補助や公、|えの伴保のための公的出家の1¥1込牧

録制度の創設を求めた。そして平成 7年 8)1に公ぷされた兵庫県の11:宅復興

計画を検討し、関連する提言とし て炭災による付宅被'~:;調査の実胞、公.~~・付=

宅の増設を求め、仮設住宅に関して移設な どによる改常ーを求めている G これ

らの提言は、狭小な民間借家で被災したw七.必れの!U円14援をIdfl句とするも
のである。

前記大会で決議された居住基本怖は初公怜ーであリ、これを只体化する ¥Lil、

と予算措置が必要で、ある。この悦Jが立法従， ;であるのは、 このためである。

震災から約l年を経過し住宅復興が始まる11.¥'期に、被災1，が似久住宅で生活

するために必要な施策を提言した。

阪神・淡路大震災は、 6000名以 も

の人命を奪い、 一瞬にして多数の11毛ー

を破壊した。建築学会近畿支部の調査

によれば、この震災の被災状況を台.宅

の種類別に見ると、長屋、低層共同14

宅などに顕著に多い。これらの住宅に

居住していた人々は、住宅弱者と いう

べき人々である。

人は平等に生きる権利がある。人々

の生存への活力を生かしつつ平等を舵

保することが、法とれ会の使命である。

人(剖千七でノ1:出し、社会と交流する。

住宅はI1古|人の尊厳を支える人権の出で

ある。弓 うまでもなく持家、 1ft'永のい

ずれて、あれw七の取得と維持には経済
的H仰がともなう 。住宅復興は11::七を

物111'，的に再建するだけでなく、被災1，

に士、l し 1 1 宅に I~Jする経済的負担を援助

することと、その公、I;ttの鮒，1呆が不IOJ

欠である。近畿弁護十一会A合会は1985
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年の近弁連大会において住居は個人の

人権の器であり、最低居住水準未満の

居住は人権侵害であることを決議した。

被災者の救援と住宅復興は、この観点

から行われなければならない。

ところで驚くべきことではあるが、

この震災による住宅被害総数の確かな

資料がない。そもそも災害や公害の対

策では被害の正確な把握がまず必要で

あり、震災に対する住宅復興計画を検

討するうえでも、被害調査は不可欠で、

ある。さらに住宅需要と供給のミスマ

ッチを起こさないためにも、被災地外

に居住する被災者の住宅需要の調査も

行うべきである。昨年8月公表された

兵庫県の住宅復興三カ年計画を見ると

住宅復興のためにはまだ不十分で、あっ

て、公営住宅の建設戸数は住宅需要に

見合うものとはいえず、これを大幅に

増すべきである。そして公的借家への

申込登録制度を創設し、入居に関する

実質的平等を図るべきである。また被

災者の生活再建の支援のために、持家

再建の助成と並ふ桐家賃補助制度を時限

立法すべきである。仮設住宅の現状と

復興計画の対比から見ると、仮設住宅

の居住条件の改善のための施策がまだ

必要である。

ある。ヒューマンスケールな街づくり

を、住民参加のもとに実現するべきで

ある。この提言では、時間の関係でこ

の検討はできていない。

私達は兵庫県住宅復興三カ年計画を

検討したうえ、 前記の観点から住宅復

興に付随すべき具体的施策を検討した。

併せて仮設住宅の居住実態も調査した。

不十分で、はあるが、立法を要する事項

を中心に現時点で必要な施策を、以下

のとおり提言する。

提言の要旨

住宅被害と住宅需要の調査の提言

l 震災に対する住宅復興計画を検

討するため、阪神・淡路大震災で

被害を受けた住宅の総戸数と権利

関係の調査を直ちに行うべきであ

る。

2 住宅需要と住宅供給のミスマッ

チを防止するため、被災地外に居

住する被災者の住宅需要も調査す

べきである。

一 兵庫県住宅復興三カ年計画への提

言

公営住宅の建設戸数を大幅に増加

今回の被災地の住宅復興を考えるに すべきである。

あたっては、都市の成長管理や防災の

観点から適正な人口密度とオープンス

ペースに配慮、した二一世紀へ向けた街

づくり計画が、本来策定される必要が

三公的借家の申込登録制度の提言

l 公的借家の入居者の選定にあたっ

て、住宅困窮度のより高い者から順番



に公的借家が害IJり当て られるよ うに申

込登録制度を創設し、入居の実質的公

平を図るべきである。

2 申込登録制度は、 次のよ うな内谷

とすべきである。

(1) 入居者の決定は、入居を希望

する登録者の個別事情を点数化

して、 合計点数の高い者から入

居を割り 当てることとする。点

数の配分は、住宅困窮度、仮設

住宅居住、従前の近隣居住なと

を考慮すべきである。

(2) 入居者の決定に際し、 居住水

準の確保のため、 登録者のT1174?

人数を考慮し、 住宅の規模別に

害Ijり当てを行う べきである。

(3) 各登録者に対し、登録者の点

数を開示 し、入居見込みを明ら

かにする情報開示と不服け1Jr.制

度を備えるべきである。

四 家賃補助制度の提言

1 被災者の生活支援のために、持

家再建の助成と並んで、借家居住者

に対し、 家賃補助制度を立法すべ

きである。

2 家賃補助制度は、以下の内特と

すべきである。

(1) 震災により被災地で多大な被

害を被った被災者に対し、 支払

い家賃のうち月額5万円程度を

基準額にして、 家族数を考慮、し

た金額の家賃補助を行う ものと
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する。似し、家賃補助受給時の

所得は l世帯あたり1000万円以

卜とする。

(2) 被災者の同住する借家は、そ

の所在地と公的借家、民間借家

の医}JIJを問わないものとする。

(3) 被災者の同住する借'永の規模

および凶住水準については、市IJ

限を設けない。

(4) 5年間の時限立法とし、補助

資は政府の負mとすべきである。

五仮設住宅に関する提言

1 f反目立{下宅の立地の不{更さと局付戸

条件を改善するため、以トーの措定J

が講じられるべきである。

(I) ili設住宅の立地の不便さを改

普するため、仮設住宅を被災地

内または被災地により近接した

地域へ可能な限リ 移設すべきで

ある。

(2) 仮設1i: ~七の断熱性と遮??性な
どの肘11性能を改善すべきであ

る。断熱性が改吾されるまでの

問、冷暖房伎を補助すべきであ

るO

(3) 仮設住宅凶件話の屈{宇IJ，準を
改善するため、多人数|止幣へ複

放の仮設住宅の提供を行うべき

である。

2 仮設11'七人}6'才;に対し、よリ良

い居住条件を実現するため、{反設

1ì 宅問の転1t~ を認め るべきである 。
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仮設住宅問または恒久住宅への転

居に関し、引越し費用を援助すべ

きである。

3 仮設住宅居住者への生活支援を

さらに行うべきである。

提言の理由

第 1 住宅被害と住宅需要の調査

の提言

1 震災に対する住宅復興計画

を検討するために、阪神・淡

路大震災で被害を受けた住宅

の総戸数及び権利関係の調査

を、今からでも行うべきであ

る。

2 住宅需要と需要供給のミス

マッチを防止するため、被災

地外に居住する被災者に対し、

現在の住宅需要を調査すべき

である。

1.住宅被害調査の必要性

(1) 阪神・淡路大震災は、被災地

の住宅に甚大な被害を与えた。

読売新聞の報道(1995年 3月

1日付)によれば、兵庫県内の

全半壊家屋17万1481棟、 25万

8937世帯である。また、建築学

会近畿支部の調査によれば、神

戸市6区、芦屋、西宮の全戸数

45万6382戸のうち、全壊戸数が

8万5541戸、半壊戸数が 6万

0702戸、一部損壊が11万0131戸

である。

全壊戸数の内訳は、戸建3万

1148戸(全戸数の22.1%)、長屋

1万8865戸(同前41.5%)、共同

低層 2万0932戸(全戸数の40.5

%)、中層8755戸(全戸数の6.8

%)、高層5841戸(全戸数の6.7

%)となっており、長屋、共同

低層住宅の被害が大きいことに

注目すべきである。

兵庫県は、平成7年8月、 「ひ

ょうご住宅復興3カ年計画」を

策定し、平成9年度までに総数

12.5万戸の住宅の建設を行うこ

とを明らかにした。この計画の

内訳では、災害復興公営住宅を

2.4万戸、災害復興準公営住宅を

1.8万戸、公団・公社住宅を2.2万

戸、民間住宅を4.6万戸各々建設

することになっている。これを

所有関係別にみると、借家系が

約6害IJ、持家系が約4害IJとなっ

ており、供給地別にみると、既

成市街地系が約6割、新市街地

系が約4害Ijとなっている。

(2) そもそも、災害や公害の対策

では、前提として被害の正確な

把握が必要で、あり、震災に対す

る住宅復興を検討するうえでは、

この震災による住宅被害調査は

不可欠である。

ところが、関東大震災以来と



いわれる大震災でありながら、

この震災による住宅被害総数の

確かな資料がない。兵庫県の住

宅復興計画は、はじめに紹介し

た兵庫県の調査や建築学会等の

資料を参考にしているものであ

るが、兵庫県の調査は棟数単位

であって被害を受けた総戸数が

明らかでなく、建築学会の調査

は被災地全域の調査ではない。

したがって、住宅復興計画が卜

分な戸数であるのかを、検討で

きない。

住宅被害については各内治体

が発行した催災証明がある。証

明書の発行は重複が多く被t吉調

査結果として不十分なことは|リl

らかである。そもそも、災害救

助法が被害調査について明確に

規定していないことに問題があ

る。

(3) 住宅被害調査については、被

害住宅の総戸数や何処に何戸ii

宅被害があったかについて、調

査をしなければならない。その

際、住宅の権利関係についても

あわせて調査すべきである。そ

れによって、復興計画で設定し

ている持家と借家の比率が適 11:

なものかどうかを判断できる。

住宅被害調査については、 全

数調査とし、住宅統計調査、法

務局に備え付けの登記簿や市役
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所の固定資斥税基~台帳、さら

には、自治体、公|司等が有する

公的借家についての同↑i名のお(

や年齢構成当=の統計資料なども

参照して、効;-t'~的に実施される

べきである。登記簿や回定資産

税基本台帳の資料では、これら

によって被災往物の所在地が持

地か借地かの区別lについてはお

およそ把握できる O 被災建物が

持家か借家かについては、対象

建物の所有者及びJ，Ii住者等に対

する聴き取り調査等を1Jうべき

である。

2 .復興住宅需要調査の必要性

(l) 1iQ: g"~住宅ーの建設計画を j直 11-_ に

するには、住宅被有'の調iqだけ

ではまだ不|分である。

たしかに、仮設住宅にJ.!iiiーす

る被災おの多くは、 もとの被災

地での午活を望んでいる。しか

し、長災から l斗が経過し、被

災朽の行:宅市安にも変化が生じ

ていることも17えられる。従っ

て、被災地外に居住する被災名

の引イしのit宅需要のみl査も行う

べきである。また、公的借家の

人)Ir}に|期しては、公的借家の申

込守録制度軽f荷下;:によって、被

災者の公rl~J借家への住宅需要を

把f屋できるようになる。 1M興住

宅の需要調官を行い、その結*
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を踏まえて住宅復興計画の見直

し等を行うべきである。

阪神・淡路大震災では被災者

用の仮設住宅が5万戸弱造られ

たが、行政の施策と被災者の希

望とのミスマッチが起きたとい

われる。従って、住宅被害調査

とあわせて復興住宅需要調査を

行い、住宅需要と供給の調整を

図るべきである。とくに、公的

借家の立地場所が重要でhある。

(2) この調査についても全数調査

が望ましいが、被災地外に居住

している者から適当な数を抽出

し、これらの被災者に対して、

郵送などの子段で、従前の被災

地に居住したいか、どのような

住宅を望んでいるか等のアンケ

ート調査をすればよいと思われ

る。

第 2 兵庫県住宅復興三カ年計画

への提言

公営住宅の建設戸数を、大幅に

増加するべきである。

1.公営住宅の不足について

「ひょうこ、住宅復興三カ年計画」

によれば、計画建設戸数の総数は、

12.5万戸である。平成6年度以前着

工分1.5万戸をのぞいた新設住宅11

万戸の内訳は、公営住宅2.4万戸、

準公営住宅1.8万戸、公団・公社住

宅2.2万戸、民間住宅4.6万戸であ

る。準公営住宅とは特定優良賃貸

住宅と言う民家借家であるが、借

家人の選定と住宅の管理を住宅供

給公社などの公的セクターが行う

ので、公的借家系として算定され

ている。この計画では、借家系住

宅を約6割としている。借家系住

宅の全戸数を6.6万戸としてさらに

その内訳を見ると、公営住宅2.4万

戸、準公営住宅1.8万戸、公団・公

社住宅1.2万戸、その他の民間借家

1.2万戸となる。

前途したとおり阪神・淡路大震

災では、住宅被害の正確な調査が

なされていないので、この計画の

全体の戸数が十分で、あるのか、持

家と借家の比率が正しいのかを、

被害データにもとづいて検討する

ことはできない。しかしながら、

この計画の公的借家系の建設戸数

の内訳を見ると、公的借家とりわ

け公営住宅が不足していると考え

ざるをえない。

その理由は以下のとおりである

建築学会近畿支部の調査では、

神戸市内6区と西宮市、芦屋市の

被災戸数のうち全壊は、戸建3万

1148戸、長屋 1万8865戸、共同低

層 2万0932戸で合計8万5541戸で

ある。半壊は6万0702戸である。

仮に半壊した住宅の 5害IJを、建て

替えが必要な住宅と見ると、新設



住宅の必要戸数は約11.5万戸とな

る。こ数字は「ひょうご住宅復興

計画」の新設戸数に近い。しかし

建築学会近畿支部の調査が行われ

なかった神戸市の残りの区や宝塚

市内、尼崎市等の住宅の被災を考

慮すると、県の計画の全体戸数の

不足を示唆するものである。

震災による新設住宅の需要を考

えてみると、従前の住宅が借家で

あれば、新設住宅の需要は借家と

なる。ところが、持家所有者のな

かで高齢や資金不足を理由に借家

を希望する者が、相当数発生する G

これを考慮すると県の計画で借家

の建設戸数が持家を優越している

が、まだ不足している可能性が高

い。そして借家のなかで、公常{J:

宅が少ないことが問題である。

長屋と共同低層のほとんどは民

間借家と思われる。これらの民間

借家の居住者は、公営住宅の潜在

的な需要者と見て良い。全壊戸数

だけで考えても、長屋と共同低層

の全壊戸数の合計3.9万戸に、公常

住宅の建設戸数の2.4万戸は対応し

ていない。このことだけでも、公

営住宅の建設戸数の不足を推定で

きる。

そのうえ、新規建設による家賃

の高額化が、公営住宅の需要をさ

らに高める可能性が高い。公的借

家の家賃は公営住宅が最も安く、
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準公営、公団・公社住宅の家賃が

そのうえに位置づけられる。災害

復興の借家はいずれも新設住宅で、

あるので、家賃が高額化すること

は必至である。未確認ではあるが、

公常住宅でさえ様々な補助金を投

じても家賃は月額 7万円程度とな

るとの予想、もある。このf是弓では、

震災により住宅が全半壊した被災

者世45・に対し月額5万円程度家賃

補助を提唱している。しかし震災

被災者に対し家賃補助を実施した

としても、相対的に家賃の安い公

11;1:十'七への需要は高くなることに

なろう。災害復興の公常住宅では、

以入の限度要件がはずされている

ので、この而からも公営住宅の需

裂は高まることになる。

したがって、県の復興計画の公

常ii宅の建設戸数は、明らかに少

なすぎると考えられるので、計|百i

戸数を大幅に増加すべきである。

2 .職員の配置の増加について

ct言を要しないが、住宅復興計

幽の'夫施には行政ス夕、ソフである

人の配置が必要である。住宅復興

計画は震災復興と言う非常H手の計

同である O 我々が調査した結果で

は、行政の住宅復興に関する人の

配置が、非常時のようになってい

ない。計画の予定どおりの実施が、

危恨されるところである。したが
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って、住宅復興計画の計画どおり

の期間で実施するため、国や他の

自治体かの応援を求める等して、

計画の担当部署の職員を増加させ

るべきである。

第 3 公的借家の申込登録制度の

提言

l 公的借家の入居者の選定につ

いて、住宅困窮度のより高い被

災者からl順番に公的借家が割り

当てられるように申込登録制度

を創設し、入居の実質的公平を

図るべきである。

2 申込登録制度は、次の内容と

すべきである。

(1) 入居者の決定は、入居を希

望する登録者の個別事情を点

数化して、合計点数の高い者

から入居を割り当てることと

する。点数の配分は、住宅困

窮度、仮設住宅居住、従前の

近隣居住などを考慮すべきで

ある。

(2) 入居者の決定の際に、居住

水準の確保のため、登録者の

世帯人数を考慮し、住宅の規

模別に割り当てを行うべきで

ある。

(3) 各登録者に対し、登録者の

点数を開示し、入居見込みを

明らかにする情報開示と不服

申立制度を備えるべきである。|

1.はじめに

冒頭で述べたとおり、今回の震

災は、長屋、低層共同住宅などに

居住する住宅弱者というべき人々

にとりわけ大きな被害をもたらし

た。これら人々の住居を再興し、

その生活を支援する上で、公的賃

貸住宅が大量に供給されることの

重要性は疑いのないところである。

ただ、その需要を充足させ得る

数の公的賃貸住宅を一時に供給す

ることは、現実問題として不可能

である。したがって、今後復興の

過程において、常に需要に比して

供給が下回るという事態の生ずる

ことは不可避で、ある。この場合、

単純な抽選によって入居を決定す

ることは、真に住宅困窮度の高い

者が抽選もれによって入居できな

くなるという問題を生ずることに

なる。

そこで、この点を解決し、実質

的に公平な入居者の選定をはかる

ため、公的借家申込登録制度の創

設を提案するものである。

2.ウェイティング・リスト制度に

ついて

ウェイティング・リスト制度と

は、大まかに言えば公的借家への



入居を希望する者を登録した上、

住宅困窮その他の諸条件により符

登録者間に順位づけを行い、それ

に基づき入居者を決定する制度で

あり、英国等で現に実施されてい

る。

震災後、兵庫県において、公的

賃貸住宅のいわゆる一元募集が実

施されるとともに、入居者選定の

際に一定の順位づけが行われたが、

本提言にかかる公的借家申込登録

制度は、これをさらに一層押し進

めようとするものである。

3.公的借家申込登録制度の内容

私達が公的借家申込登録制度の

制度内容として最低限盛り込まれ

るべきであると考える事項は、以

下のとおりである。

(1) 震災地域全体を対象地域とし、

これを複数地区に分けて、地区

ごとに登録事務を行う。ここに

言う 「地区」は、原則として市

町村単位で区分する。

震災前の居住地となるべく近

い地域に住居を確保するとの観

点からすれば、公的住宅入居の

申込者が元来当該公的住宅が存

する場所の近くに居住していた

という場合には、この者に優先

ポイントを付与することが考え

られるべきである(後記 (4) 

の②参照)、そのためには、主主主主
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事務自体を地区ごとに分けて行

うことが便宜である。他方、笠

JJ'ド1去の管現・運営主体として

は、 iTiI"J十ナカずそのf工にあたると

することが現実的である。こう

した事情から、登録事務を市I"J

村一単f立に区分して行うこととし

た。

{IJし、神戸市については、そ

の規模からして他の市I"J村と同

ーには論じられず、同diのみは、

これをさらに反単位に分けるこ

とカ£妥当であろう。

(2) rjl込資格者は、被災者に限ら

ない。また、同時に複数の地区

にl/Jし込んでもよいこととする。

似興対策とは己え、通常時に

1¥1 込資格を有する者から申込資

格を奪うべきではない。 f日し、

11国{\'~決定の上で、被災者である

ことが考慮されるべきである。

また、巾込者の選択の中日を!ム

げるため、後数の地区への人以

申し込みを認めるべきであると

考える。

凶 作地区内の公常・公社・公btl

住宅および特定優良賃貸性宅へ

の人以 1¥1込者を一元的に登鉢し、

な録名の'1'から順次人Jifi:riを決
定していくものとする。その際、

1/1込れの希望により、複数の希

望筒所あるいは俊数の種類の住

宅への珍鉢を認めることとし、
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また、登録資料は、入居の選定 +莫別警IJり当てを行うこととする。

から漏れた登録者がその後の募 震災復興対策とは言っても、

集に応じてさらに申し込む旨希 これは、恒久的な住居の供給で

望した場合に、その際の資料と あるから、居住水準において劣

して、引き続き用いることとす 悪な住居が提供されるべきでは

る。 ない。そこで、具体的には、最

(4) 各住宅への入居者を決定する 低居住水準未満居住を生ぜしめ

方法としては、登録者の個別事 るような住戸への登録資格を認

情を点数化し、合計点数の高い めない扱いをすべきである。

者から優先して住宅を害IJり当て (6) 各登録者に対し、各人の持点

ることとする。 数を開示し、あるいは入居見込

点数化されるべき個別事情とし 時期を明らかにするなど、情報

ては、たとえば、次のとおりの 開示と不服申立制度を備えるこ

事項が挙げられる。 ととする。

① 人的要素:高齢者、障害者、 震災復興一般について言える

乳幼児世帯等 ことであるが、復興に関する情

② 地域的関係:震災前に近隣 報を住民へ迅速に伝達し、これ

に居住していた、勤務先が近 により各住民が適切な自己決定

くにある等の事情 を行うことができるようにする

③ 現在の居住状況:仮設住宅 ことがぜひとも必要で、ある。

居住、 過密住宅等の事情

④ 震災被害の程度:住居を完 4 .公的借家申込登録制度の前提と

全に失った、大規模修繕の必 して適正な住宅供給計画の必要性

要がある等の事情 本提言にかかる制度は、適正な

⑤ 復興への貢献度:自己居住 公的住宅供給計画の存在を前提と

地を公的住宅用地として売却 して、はじめて意味を持つもので

した等の事情 ある。すなわち、たとえば公的住

これら諸事情の点数化にあたっ 宅の供給量が著しく過少であれば、

ては、真に困窮度の高い者が優先 公的借家申込登録制度の存在は、

されるよう工夫すべきである。 単に煩雑さを増す結果を生ずるだ

(5) 入居者の決定にあたっては、 けに終わるであろう。また、供給

居住水準確保のため、登録者の 計画にコミュニテイバランスへの

世帯人数を考慮の上、住宅の規 配慮が欠けていれば、高齢単身者



のみの集合居住という、仮設住宅

において生じた問題の再発を招米

しかねない(単身者用住戸のみか

ら成る一団の集合住宅が建設され

た場合など)。

この意味で、適正な供給計画の

存在は、本提言の必須の前提であ

る。既に兵庫県においては公的住

宅の供給計画が立案され、そこで

は上記仮設住宅において生じた問

題の再発を防ぐため、いわゆる烈

別供給をすることになっているが、

この計画についても、今後需要動

向を見極めつつ、頻繁に見直しを

行い、より適正な計画たること を

目指す必要がある。

また、上記見直しにあたっては、

本制度によって得られる登録資料

を基礎資料として十分に活用で き

るよう、登録資料の集計・分析シ

ステムを工夫すべきである。

5.最後に(本制度の普遍性)

本提言にかかる公的借家申込登

録制度は、その趣旨、理念におい

て、震災復興の場のみならず、 公

的住宅への入居者決定一般に妥討

する普遍性を有している。そこで、

今回の制度創設を契機として、今

後全国的に同旨の制度を拡大する

方向で、さらに検討が続けられる

べきである。
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第 4 家賃補助制度の提言

1 被災者の生活支援のために、

持家再往の助成とザんで借'永田

牲者に対し、家賃補助制度を立

;去すべきである。

2 家賃補助制度は、以ドの内零

とすへきである。

(1) 震災により被災地で多大な

被害を被った被災者に対し、

支払い家賃のうち月傾5万i'J

程度を基準綴にして、家族数

を考慮した金額の家賃補助を

行うものとする。

(2) 被災者の同1iーする借家は、

その所在地と公的借家、民間

借家の医別を問わない ものと

する。

( :~ ) 被災者の肘性する借家の規

模および居住ぷ準については、

制限を設けない。

(4) 5 jl間の時限寸法とし、補

助費は政府の負制とすべきで

ある。

1.家賃補助の必要性

震災被害の特徴として住宅の種

類別では、長E語、低層共同住2むの

比率が向く{十宅弱省と呼ばれる人

々の被災が多しミ。仮設住宅厄住者

への調育によれば、仮設住宅川住

者の多くは、震災前の)正:11:住宅は
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民間借家が多く、その支払い家賃 た。近畿弁護士会連合会でも昭和

は月額2ないし 3万円程度とのこ 62年12月のシンポジウム「住居法

とであった。 の提言」において、家賃補助に関

住宅復興によって建設される借 しでも検討を行った。しかしなが

家は、公的借家であれ民間借家で ら、わが国の住宅政策のもとで、

あれいずれも新設であるので、古 家賃補助制度の一般的導入は容易

い民間借家の家賃に比べると高額 に実現しなかった。また、家賃補

のものになる。住宅復興は物的に 助制度を適正な住居費負担での居

住宅を建設するだけでなく、被災 住の実現ととらえ、適正な住居費

者が復興住宅に入居できる経済的 負担率の決定に拘泥するきらいが

援助措置が必要で、ある。したがっ あったためか、その部分的導入に

て家賃負担増大が生活再建の障害 ついても意見の一致が困難であっ

とならないよう、被災者のうち借 fこ。

家居住者を支援する施策が家賃補 しかし、近時、家賃補助制度は

助である。 より広範な政策実現の手段として

震災により所有する住宅を失っ 地方自治体が実際に始めるように

た者に対しては、持家の再建のた なった。例えば、東京都江戸川区

めに低利融資等の救済策が講じら など数区が定める家賃補助制度が

れている。しかし震災後に借家に その一例であり、これらは相当の

居住する被災者に対して、持家所 実績をあげている。その制度目的

有者への再建と同等の救済策はな は、住宅更新に伴う住み替えの際

い。持家所有者への支援措置との に増加する家賃増額の負担を軽減

公平のためにも、借家居住者への するものであったり、都心部の若

家賃補助が位置付けられる必要が 年居住者を増加させるという目的

ある。そしてこの制度は、民間借 をもつものである。大阪市も人口

家復興についてインセンティヴが 増加の目的で、新婚世帯にたいす

不十分ななかで、間接的に民間借 る限定的な家賃補助を始めている。

家の復興の支援にもつながるもの これらの家賃補助は、民間借家居

と考える。 住者という人や世帯の属性に着目

する補助制度である。

2.家賃補助の意義 特定優良賃貸住宅の供給の促進

家賃補助制度についてはこれま に関する法律(平成5年5月21日

で多くの理論的検討がなされてき 法律第52号)に基づく特定優良賃



貸住宅(特優賃住宅と略称される)

という住宅の属性に着目する家賃

補助を採り入れた国の制度も現れ

るに歪った。特優賃住宅制度は民

間借家でありながら、入居者の選

定と管理を住宅供給公社などの公

的主体におこなわせるものであり、

新しいタイプの民間借家として注

目されている。特優賃住宅の家賃

補助は、地方自治体による前記の

家賃補助と異なり、補助金が賃伯

人に直接支払われるしくみでない。

家賃補助制度を補助金が賃借入に

直接支払われる形態に限定する必

要はないが、特優賃住宅の家賃tm
助は、賃貸住宅建設費補助の新た

な類型と見ることができる。

西欧諸国では、家賃補助は11宅

政策のひとつの柱であり、様々な

種類がある。そして家賃補助制度

は、住宅の属性に着目する補助il，IJ
度から借家居住者の家賃支払い能

力に着目する補助制度に移行して

いる。フランスで、はこのことを「石

への補助」から「人への補助」 と

呼んでいる。これを物的家賃から

人的家賃への移行とも見ること が

できる。人的家賃制度では、|ロlじ

広さの借家に居住していても出。

者の所得によって家賃が異なるこ

とになる。現行の公営住宅iムでは、

居住者の所得が基準額を上回ると

害IJり増し家賃が課され、失業など
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で所得を失うと家賃j成額されるこ

とになっている。このような流れ

の中で、我が悶では公常住宅i去の

大改正も予定されている。このよ

うな新たな動きについては、公常

住宅の役割の縮小につながらない

よう慎煮に考えるべきであるが、

家賃補助の市IJI:jtが新たな川IflIを迎

えていることは否定できない。

3 .家賃補助制度の内容

我々は今日|の民災被宵の特長を

考えると、被災:Jすと 声う人の属性

に着LIした家賃補助fHlj)支が、1-i宅

復興において必要と考え る。 我々

が必要と考える家賃補助制度の概

~は、 n ドのとおりである 。

(1) 対象者

ノト|ロ|の長災により仕・七ーに被災

した1ft必を対象者とし、現-u:借

家に!ιuする-:tとする。1:1::七へ
の被災とは全、ドi災を意味する O

被災したii了七は持家、 11'，'家を問

わない。打lし、家賃補助受給時

の所得が、 1 ilt'~:;. :!'dこリ 1000万

円以下の世帯に限定する。

(2) 家賃補助の内容

家賃補助額は、文払い'ふ貨の

うち月叡i5 )j川をf.~j供従!とする。

したがって文払い'永貨が、)]制

5力円に達しないとき は、家賃

額で打ち切リとなる。支払い'永

貨の金額は11Mわなし、。たとえば
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支払い家賃が9万円の場合、補 居住者は補助額の限度を考慮し

助は5万円だけである。 て借家を選択するのであるから、

世帯人数を考慮、して世帯当た 借家居住者の選択に家賃負担の

りの基本額十世帯人員に応じた 実現を委ねていることになる。

増額とする制度を採用する。世 (3) 居住する借家の要件

帯人員が増えれば家賃負担も増 被災者の居住する借家の所在

加すると考えられるからである。 地は、被災地の内外を問わない。

また生活扶助との調整に配慮し、 また借家の種類のうち民間借家、

家賃補助が実質的な扶助減額と 公的借家を問わない。

ならないようにするべきである。 この点が、この提言で最も検

なお、補助限度額の月額5万円 討したことであるので説明する。

と補助受給時の所得制限1000万 家賃補助の対象を復興住宅に限

円の制限は、東京都特別区の家 定することを、当初考えた。し

賃補助制度の実例を参考にした。 かし復興住宅と言う住宅の属性

復興のための家賃補助額につ から、家賃補助を発想すると、

いては、震災前後の家賃差額を 復興住宅の競争倍率が極端に激

基準にすることが理論的には正 化する可能性がある。別の選択

しく、阿部泰隆神戸大学教授も として、被災地の借家全体を家

このような趣旨の家賃補助制度 賃補助の対象とすることも、検

を提言されている。しかしなが 討した。この選択では、被災者

ら、震災前の家賃額についての に対する生活支援の目的があい

証明が困難な借家人が多々存在 まいとなる。逆に家賃補助を求

するのではないかと考え、我々 める借家居住者を、被災地に集

は上記のような制度を提案する める可能性もある。これでは被

こととしfこ。 災者の生活支援の目的とは、逆

この家賃補助制度では、借家 効果となる。これらの検討をへ

の選択権は被災者にあり、制度 て、被災者と言う人的属性に着

自身には家賃負担の適正さを担 目する家賃補助制度の提言とな

保する仕組みはない。しかしな ったのである。

がら前述した地方自治体の家賃 従前、被災地内に居住してい

補助制度は、全てこのタイプで た世帯が被災地外の借家に転出

ある。家賃補助の理念は適正な する場合、被災地の住宅不足解

住居費負担の実現である。借家 消に資すると考えられるので、



家賃補助を行うこと とした。地

方自治体で行われている家賃補

助では、公的借家を除外するの

が一般である。しかしながら、

家賃補助に公的借家を除外する

と、復興住宅の多くを占める公

的借家への家賃補助を断ち切る

ことになるので、この除外もIl:

しくないと考えた。

(4) 家賃補助の制限

一般の家賃補助制度において

は、最低居住水準未満の居住者

について家賃補助を行う べきで

ないとする意見が強い。なぜな

ら最低居住水準未満住宅に補助

を行うと、適正な居住水準への

移動を誘導しないからである。

しかし、被災地における1+宅不

足の状況の中で最低居住ノドホ未

満の居住者への家賃補助を行わ

ないと、家賃補助の対象者は少

なくなる。

ただし、徐々に居住環境を以

好にしていくことが望まれるの

で、とりあえずの家賃補助を同

定化しないよう、一定期間経過

後は、住宅の復興状況に応じて、

より良好な住宅への住み替えを

誘導すること とする。

(5) 補助の期間と財源

被災地の復興に必要な期間を

考慮、し、 5年間の時限立法とす

る。仮に建築学会近畿支部の前l
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査した全半壊れ?をの約15力111併

の、ド分が借家に性むとみて、'家

賃補助を必要とすると (1紅[60万

円をが]8力↑廿，;日・への家賃補助か

必要となる。これは年初で(ま480

(昔、Plになるが、地ブj(1 ifif本の負

担の限度を担えるので、彼災行

支J互のために政府がfU1Iすべき

である。

第 5 仮設住宅に関する提言

I 仮設住宅の内:地のイt似さと

1，':1主条件を改711するために以

下のJ11置が講じられるべきで

ある。また被災者に対する生

活支媛が、さらに行われるべ

きである。

(1) fIえ設住宅の立地の不便さ

を改みするため、仮設w七
を被災地|人lまたは被災I也に

よリ近Jました地域へ移;没す

べきである。

(2) f反設1+宅の断熱七tとj庄内

性などの!万ii性能を改みす

べきである。断熱性が改善

されるまでの問、冷暖房伎

を補助すべきである。

(3) 1反設住'七照fキ{';のかi1ドノド
準を改みするため、~人数

IU帯へ筏数戸の仮設住宅の

提供を1Jうべきである。

2 仮設ii宅入R耳打に戸、jし、 よ

りiミぃr，r;ii条件を実現するた
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め、仮設住宅聞の転居を認め

るべきである。仮設住宅閉ま

たは恒久住宅への転居に関し、

引越し費用を援助すべきであ

る。

1.仮設住宅の実状

この震災のために建設された仮

設住宅は4万8300戸であり、仮設

住宅の現在の居住者は約9万人で

ある。この人数は芦屋市の人口と、

ほぽ同じである。仮設住宅の空屋

は、昨年11月頃で約1000戸であり、

増加の傾向である。行政は仮設住

宅の鍵の返還によって空家を認定

するので、仮設住宅の空家は現実

にはもっと多いと思われる。

「ひょうご住宅復興3カ年計画」

は、12.5万戸の住宅を建設する計画

である。

この建設計画は着工ベースであ

るので、建設計画が予定どおり進

捗しでも平成9年度すなわち平成

10年3月までかかることになる。

したがって、これから 2年以上も

の期間に渡って、仮設住宅の居住

が続く可能性がある。このように

仮設住宅への居住が続くことが予

想されるので、入居者の住居に関

する人権の確保のために、仮設住

宅の立地の不便さ、 居住性能、 居

住水準の改善が必要と考える。

仮設住宅の居住者は高齢者世帯

や高齢単身者、障害者等の弱者が

多い。仮設住宅居住者の特性を踏

まえた生活支援がさらに必要と考

える。これらの人々を仮設住宅か

ら恒久住宅へ転居させるために、

この提言での公的借家への申込登

録制度や家賃補助などの施策を実

施すべきであると、重ねて強調す

る。

2.仮設住宅の立地の改善

神戸市に立地する仮設住宅の多

くは、六甲山の北側の北区や人工

島に多く立地している。被災地は

インナーシティと呼ばれる既成市

街地であり、仮設住宅の立地が被

災地から遠く離れていることが、

様々な問題を起こしている。

仮設住宅の立地が被災地から遠

くなった理由は、震災後の短期間

に多数の仮設住宅を建設するため、

まとまった用地が仮設住宅用地と

されたからである。既成市街地に

はそのような用地がなく、公共用

地の利用が優先された。

しかし、仮設住宅の立地の不便

さは、仮設住宅の建設が昨年8月

に終わっているのに、避難所にい

る被災者がすぐに入居しないなど

被災者の希望と仮設住宅の供給と

の聞でミスマッチを起こした。限

られた時間で多数の仮設住宅を建

設するためやむをえなかったとし



ても、この立地の不便さはこれか

らでも改善すべきである。

仮設住宅は文字どおり仮設であ

るので、移設が可能で、ある。仮設

住宅を被災地内または被災地に近

接した地域へ移設すべきである。

そして、仮設住宅の立地は、民有

地の利用も含め小規模な用地の利

用を検討すべきである。また仮設

住宅地での、兵舎のような住宅配

置も改善されるべきである。

仮設住宅の立地の不便さは、Jli

住者の生活で様々な問題を起こ し

ている。長年住み慣れた地域から

遠く離れた生活は、高齢者に似ら

ず精神面のストレスが大き い。通

勤や通学に要する時間と費用の附

加も問題である。仮設住宅のirJ也

する郊外地域から市街地までの火

通費負担は、一回の往復で2000ドl

程度あるいはそれ以上かかる例 も

ある。この出費増は仮設住宅配1i

者の家計を圧迫している。通勤時

間の増加のために、勤務を続ける

ことが困難または不可能になった

者もいると思われる。

これらの困難をかかえる被災者

のため通勤費や通学費の補助をわ

い、高齢者、障害者に対し病院等

の施設への交通費負担の支援など、

各種の生活援助措置を行う べきで

ある。これらの生活援助措置は似

設住宅入居者だけでなく、 避難中
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治、疎開生;[iを送る被災将一般を

対象とすべきである。

3 .仮設住宅の居住性能の改善

f以設住宅供の);F，1i:性能は、往究との

しろ うとの法律'永が凡て も問題が

多い。度;に熱く、冬に寒いのは|析

熱Hが忠いからであり、州統きの

隣人の生活騒77が伝わってくるの

は防 i'"" 悦ーが ;1t~ ~、からである 。 1M!'，市

才;であっても居住」をがLけるには~'T

痛が多い。

{反設とい うiVむの性格から制約

があるとしても、)C)I::裂のグラス

ウールの明示、床下.の構造のoc汗、

すき|剖l瓜防止のため施 I制度の向

!など以{よ性能を改苦ーするブ'jWは、

まだ多いと忠われる。建築家は知

思をもっと r'llし令うべきであリ、

fli設住宅の医科性能を改注すべき

である。似設であっても、それは

人の性照であるので↑た過さがもっ

と必要である。

似設f干'七のIfJr熱什ーの不 1-分さは、
If. i干 名ーの健康に直接;~;~~~~を及ぼし

かねない。改長が:.k施するまでの

問、冷暖炉j設備によって対l必せざ

るを得なL、。したがって、夏と冬

の期間、冷H麦房費用を建設費のー

古liとして補助すべきである。

flX: ;;'9:1士!亡への山の設促や、 I'，，'J齢

者、附古宇;の!片1Jする似設千ic:乞へ

の子すりの設置、段差の解ii'iなと
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これまで改善措置が講じられてき とはいえない。しかし、仮設住宅

た。また街灯の設置も仮設住宅居 の建設で多人数世帯への配慮がさ

住者の要望により実現された。こ れなかったことは問題である。戦

れらの改善努力は、まだ必要で、あ 後の戦災復興と異なり、この震災

る。仮設住宅居住者の自治会への への救援は、戦後50年を経過した

助成は、より拡大すべきである。 現在のレベルで考えられるべきで

仮設住宅の改善は、仮設住宅居住 ある。

者の要望に基ついて行われなけれ 仮設住宅居住者の多人数世帯に

ばならない。 対して、今後増加する空家を利用

し複数の仮設住宅を提供するなど

4 .仮設住宅の居住水準の改善 の方法によって、最低居住水準未

仮設住宅は 2K、8坪の広さが i前の解消を図るべきである。

ほとんどである。多人数世帯が居

住するには余りに狭い。この狭さ 5 .仮設住宅入居者の転居などに関

を建設省の住宅宅地審議会が1975 する生活支援

年に定めた最低居住水準でみると、 (1) 仮設住宅間での転居

2人世帯の住宅総面積は29平方メ 仮設住宅入居者には他の仮設住

ートルである。したがって仮設住 宅への転居は、現在のところ認め

宅に 3人以上で居住すると国で定 られていない。

めた最低居住水準を明らかに下回 仮設住宅への居住は、長くとも

ることになる。前記のとおり1985 まだ約半年であり、仮設住宅入居

年の近畿弁護士会連合会人権大会 者の生活は始まったばかりである。

の決議では、最低居住水準未満の まず、加古川市などの遠隔地の仮

居住状態を人権侵害とした。残念 設住宅居住者が、被災地の近くへ

なことに、わが国では住宅の広さ 帰って来られることが必要で、ある。

と居住人数の関係、を定める居住水 行政でも検討されているが、仮設

準に関する理解が不十分である。 住宅居住者のより良い居住条件を

また、一定年齢以上の子供の性別 実現するために、仮設住宅聞の転

就寝の必要性も、強調されない。 居を認めるべきである。

地震被害という緊急事態である 既成市街地に近い仮設住宅は希

ので、住宅事情の改善目標である 望者も多いと思われるので、実質

最低居住水準を仮設住宅の居住に 的公平を損なわない計画的な措置

適用することは、ためらいがない が望まれる。



(2) 引越し費用に対する援助

私たちの調査でも、仮設住宅以

住者が既設の公営住宅に応募して

当選したのに、 引越し費用がない

ために入居を断念したとの例を聞

いた。公的借家を始めとする a恒久

住宅を建設されても、ヲ|越し費用

を捻出できないという戸も聞かれ

る。仮設住宅聞の転居が可能にな

っても、引越し費用の負担のため

に実効性がないとの懸念がある。

仮設住宅居住者の仮設住宅への

転居や恒久住宅への転居は、 fb(設

住宅居住者のさらなる生活費負111

である。したがって、引越しに対

する相当額の援助を行って、仮設

住宅入居者の転居費用の負担をな

くし、生活再建を支援すべきであ

る。

またそれによって仮設住宅の宅

家の増加を促進させ、上記の多人

数世帯への複数の仮設住宅の従供、

仮設住宅聞の転居などの前提条件

を整えることが必要であると考え

られる。

(3) その他情報提供など

仮設住宅入居者に対し、以 l..述

べたような施策を行うには、情報

提供が十分になされなければその

実効性はない。今後どの程度のJ¥)]

間仮設住宅に居住できるのか、公

的借家の募集手続きはどのように

すればよいのか、どのような公的
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サービスを受けることが可能なの

か、 とい った将米の牛j丹設百|のた

めの十分な情報が必1<"である。

その十是f共 }j ìl~ も、広報誌だけで

なく自治体戦員を派遣して説明会

を行い、戸別訪問を行うなど、 I~;J 

齢Jf等にも分かりやすく人子しや

すいものでなくてはならない。以

.lーの施策は似設住宅入信者に関述

して述べたが、被災地外で逃j)jj'L主

治を込る被災名全般に必裂な胞策

であることをここで強調したい。

6 .仮設住宅扱いの公的借家系住宅

以後に、 fli設住宅扱いの公(I~)f作

家のii宅について述べる。

fli設住宅抜いの公的借家:(公'穴

住吉、公社・公lil住宅均一)の住吉

はが)1.2万戸イitlする。これは、似

設住宅を建設するときに、そのー宇

部をこれに代えて既イrの公的借家

の付ご宅の情家で対)必したものであ

る。これらの公的借家のii宅では

入居期間が l年間とされており、

'，'いものでは今年3月末にその制

限が迫っている。

入/1;~ぎのノ IJ1iの安定、 í1"七復興

のi出れ等を考慮すると、 1 11ーの期

限は短すぎる。

したがって、 一ー般の仮設iJ:七と

入居JtJJI討をhiJじ粂f午となるすの改

停が必要である。
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醐醐 2一一 一一一 家賃補助制度についての追加提言………一一…

近畿弁護士会連合会

提出年月 1996年(平成8年) 7月

提出先厚生省、建設省、大蔵省、大阪府、兵庫県、大阪市、県中 f打、神

戸市、尼崎市、明石市、丙日市、芦尾市、 f井)'jrli、宗l添rli、淡路

町、北淡町、一宮町

近畿弁護士会連合会は、本年3月22

日付で、厚生省、建設省、兵庫県その

他関連地方自治体に対して「住宅復興

に関する国への提言」を提出した。こ

の提言は、阪神・淡路大震災の住宅被

害に対する対策を提言したものである O

その後の新間報道によれば、この提

言で求めていた震災被災者への住宅需

要調査が仮設住宅住宅居住者に対して

実施された。公営住宅の増設について

も、「ひょうご住宅復興3カ年計画」て、

2万4000戸とされていた災害復興公穴

住宅の計画戸数が3万8600戸数に増加

された。また仮設住宅居住者の仮設住

宅聞の転居が認められるなど、提言の

趣旨に沿った施策が、打ち出されてき

た。

災害復興公営住宅の家賃設定や震災

被災者の割り当て枠など、被災者が被

災地外の居住から恒久住宅へ復帰でき

る条件整備が、現在の重要なテーマに

なっている。新聞報道によれば、国は

11'. 1l~90ないし 100億 11Jの補助を行うこと

によリ、所得に!必じた家賃軽減を行う

ことが決定された、とも報道されてい

る。これによって都市部でも月額6000

川台の災存保興公営住宅が、実引する

との兄通しである O

しカか、しながら、 毛与玖羽~見~在検奇討Jr Iド1の』胞包策は

公'{尚j肖有住，宅七七，を l中iド1心心、としたものであるため、

公常{れi毛宅会の校争F率字7がうがs傾端にI山尚白臼iくなるな

ど♂の)f危立削，似l

7示i示ミした「民間f倍昔五家4、公的借家を問わな

Lミ」家賃補助の実施が、長災被災者の

恒久11'ぢへのJ中J切の入居を実現するた

めに必要と考える。

Irlと関係1'1治体において、恒久住宅

の条件終備が検討 Iわであるので、前記

の提言のうち現在検討課題である家賃

補助制度に限って追加して提三する。

J与!支の徒言に際し:1i-:下の修正を加えた。

木健日の趣旨をご理解Lミただき、速

やかに措置を講じられるよう要望する。
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提言の要旨

l 被災者の生活支援のために、持家再建の助成と並んで、借家居住者に対し、

家賃補助制度を立法すべきである。

2 家賃補助制度は、以下の内容とすべきである。

-震災により被災地で、多大な被害を被った被災者に対し、震災前後の家賃

差額について、一定の限度額まで家賃補助を行うものとする。限度額は

月額5万円程度を基本とし、家族数を考慮、した基準を定める。

・被災者の居住する借家は、その所在地と公的借家、民間借家の区別を問

わないものとする。

3 被災者の居住する借家の規模及ひ満居住水準については、制限を設けない。

4 補助の期間は原則として 5年間とするが、高齢者、障害者などについて

はその後も補助を継続するものとする。補助費は政府の負担とすべきであ

る。

提言の理由

1.家賃補助の必要性

震災被害の特徴として住宅の種類別

では、長屋、低層共同住宅の比率が高

く住宅弱者と呼ばれる人々の被災が多

い。仮設住宅居住者への調査によれば、

仮設住宅居住者の多くは、震災前の居

住住宅は民間借家が多く、その支払い

家賃額は月額 2なしい 3万円程度との

ことであった。

住宅復興によって建設される借家は、

公的借家であれ民間借家であれいずれ

も新設であるので、古い民間借家の家

賃に比べると高額のものになる。住宅

復興は物的に住宅を建設するだけでな

く、被災者が復興住宅に入居できる経

済的援助措置が必要である。したがっ

て家賃負担増大が生活再建の障害とな

らないよう、被災者のうち借家居住者

を支援する施策が家賃補助である。

震災により所有する住宅を失った者

に対しては、持家の再建のために低利

融資等の救済策が講じられている。し

かし震災後に借家に居住する被災者に

対して、持家所有者への再建と同等の

救済策はない。持家所有者への支援措

置との公平のためにも、借家居住者へ

の家賃補助が位置付けられる必要があ

る。そしてこの制度は、民間借家復興

についてインセンティヴが不十分なな

かで、間接的に民間借家の復興の支援

にもつながるものと考える。

2.家賃補助の意義

1985年の近弁連大会は、住居は基本

的人権の器であり、最低居住水準未満

の居住状態を人権侵害であると決議し



た。憲法25粂は最低限度の文化的生活

を生存権として定め、 1979年にわが国

も批准した国際人権規約 (A規約)11

条 1項は、食料、衣類、住居に関し、

相当な水準を維持する権利を規定 して

いる。 したがって国は、同条約を具体

化する圏内法の立法義務を負っている。

公営住宅は公的借家に関する圏内法と

言えるが、民間借家に関する囲内法は

なく、家賃補助や広きの確保に関する

立法が本来必要で、あった。また家賃補

助を民間借家に限らず、公的借家と統

一的な制度とすべきとの意見もある。

家賃補助制度についてはこれまで多

くの理論的検討がなされてきた。近畿

弁護士会連合会でも昭和62年12月のシ

ンポジウム「住居法の提言」において、

家賃補助に関しても検討を行った。 し

かしながら、わが国の住宅政策のもと

で、家賃補助制度の一般的導入は谷易

に実現しなかった。また、家賃補助jIJIJ

度を適正な住居費負担での居住の笑引

ととらえ、適正な住居費負担率の決定

に拘泥するきらいがあったためか、 そ

の部分的導入についても意見の一致が

見られなかった。

しかし、近時、家賃補助制度はより

広範な政策実現の子段として地方自治

体が実際に始めるようになった。IYIJえ

ば、東京都江戸川区など数区が定める

家賃補助制度がその一例であり、これ

らはキ目当の実車責をあげている。その制

度目的は、住宅更新に伴う住み替えの
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際に噌加する家賃増額の負仰を軽減す

るものであったリ、者11心部の若年脳住

者を増加させるという H的をもつもの

である。大阪市は人口増加|のl.dfI守で、

新婚Ht侍に対する限定的な家賃補助を

始めている。これらの家賃補助は、民

間借家居住おという人や世帯の属性に

着Hする補助制度である。

判定優良賃貸住宅の供給の促進に関

する法律(平成 5lf.5月21R法律第52

け)に基づく特定優良賃貸性宅(特優

賃住宅と時称される) という性'七ーの属

性に着目する家賃補助を係り入れた凶

の制度も現れるにと巨った。特催、貸住宅

市1]1支は民間借家でありながら、入居お

の選定と管珂ーを住宅供給公社などの公

的主体におこなわせるものであり、新

しいタイプの民間借家として注11され

ている。特f夏賃自宅の家賃補助は、地

}j 自治体による前記の家賃補助と災な

り、補lIMiそが貸f百人に直桜支払われる

しくみでない。家賃補助jlJIJ)支を補助全

が貸出人に直後支払われる形態に限定

する必要はないが、作優貸住'七の家賃

補JJJJは、賃貸住宅建設柿助の新たな類

刑と見ることができる。

内欧諸国では、家賃補助は住宅政策

のひとつの柱で、あり、様々な杓類があ

る。そして家賃補助制皮は、{宅七ーの属

性に者一Hする補助制度から借家居住手?

の家賃支払い能力に着Hする補助制度

に移行している。フランスではこのこ

とを「七への補助」から「人への補助」
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と呼んでいる。これを物的家賃から人

的家賃への移行とも見ることができる。

人的家賃制度では、同じ広さの借家に

居住していても居住者の所得によって

家賃が異なることになる。公営住宅法

でも、居住者の所得が基準額を上回る

と割り増し家賃が課され、失業などで

所得を失うと家賃減額されることとさ

れていたが、平成8年の公営住宅法の

改正はさらに負担能力に応じた家賃決

定の色彩を強めている。このような新

たな動きについては、公営住宅の役割

の縮小につながらないよう慎重に考え

るべきであるが、家賃補助の制度が新

たな局面を迎えていることは否定でき

ない。

3.家賃補助制度の内容

我々は今回の震災被害の特徴を考え

ると、被災者という人の属性に着目し

た家賃補助制度が、住宅復興において

必要と考える。我々が必要と考える家

賃補助制度の概要は、以下のとおりで

ある。

① 対象者

今回の震災により住宅に被災し、現

在借家に居住する世帯を対象者とする。

住宅への被災とは全半壊を意味する。

被災した住宅は持家、借家を問わない。

但し、家賃補助受給時の所得がl世帯

600万円以下の世帯に限定する。

なお、従来、我々は東京都特別区の

家賃補助制度の実例を参考に、対象者

を1世帯1000万円以下の世帯に限定す

る制度を提言してきた。今回、これを

上記のとおり改めた理由は、仮設住宅

に関して兵庫県が行った実態調査でも

年間収入400万円未満の世帯が多いとの

結果が出ていること等を考慮して、多

少、対象世帯の範囲を狭めてでも早期

に家賃補助制度を実現させるのが適切

であると判断したためで、ある。

② 家賃補助の内容

家賃補助額は、現在の家賃から震災

前の家賃を控除した差額とし、従前の

家賃を被災者が証明できない場合、従

前家賃額は被災者からの申告により決

定する。これは震災被害の関係、で従前

家賃額を証明することの困難が予想さ

れるからである。

支払い家賃の金額は問わないが、補

助には限度額を設けるものとし、この

限度額は世帯人数を考慮して増額する

基準を設ける。世帯人数を考慮するの

は世帯人員が増えれば家賃負担も増額

すると考えられるからである。補助の

水準としては平均的世帯で5万円程度

とする。これは東京都特別区などの家

賃補助制度の例を参考にしたものであ

る。

また生活扶助との調整に配慮し、家

賃補助が実質的な扶助減額とならない

ようにすべきである。

この家賃補助制度では、借家の選択

権は被災者にあり、制度自身には家賃

負担の適正さを担保する仕組みはない。



しかしながら前述した地方自治体の家

賃補助制度は、全てこのタイプである。

家賃補助の理念は適正な住居費負担の

実現である。借家居住者の補助額の限

度を考慮、して借家を選択するのである

から、借家居住者の選択に家賃負t日の

実現を委ねていることになる。

なお、従来、我々は支払家賃額のう

ちの一定額を補助する制度を提言して

きた。これは震災前の家賃額について

の証明が困難な借家人が多々存在する

のではないかと考えたからである。今

回、これを上記のように改めた理由は、

阿部泰隆神戸大学教授が提言されるよ

うに、復興のための家賃補助額は震災

前後の家賃差額を基準とするこ とが思

論的には正しいと考えられる。補助対

象者からの申告により家賃差額を決定

する制度としても、さほど大き なitUiし

はないと考えたためである。

③ 居住する借家の要件

被災者の居住する借家の所在地は、

被災地の内外を問わない。また借家の

種類のうち民間借家、公的借家を問わ

ない。

この点が、この提言で最も検討した

ことであるので説明する。家賃補助の

対象を復興住宅に限定することを、:11

初考えた。しかし復興住宅という 住宅

の属性から、家賃補助を発想すると、

復興住宅の競争倍率が極端に激化する

可能性がある。，IJiJの選択として、被災

地の借家全体を家賃補助の対象とする
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ことも、検討した。この選択では、被

災名に対する生活支援の目的があいま

いとなる。逆に家賃補助を求める倍'永

Jli住宇iを、被災地に集める可能性もあ

る。これでは被災者の生活支援の口的

とは、逆効果となる。これらの検討を

へて、被災者という人的属性に若LIす

る家賃補助制度の提言となったのであ

る。

従前、被災地内に}，，:休していたttt:併

が被災地外の借家に転出する場合、被

災地の住宅不足解消に資するとニ与えら

れるので、家賃補助を行うこととした。

地方1'1治体で行われている家賃補助で

は、公的借家を除外するのが一般的で

ある。しかしながら、家賃補助に公的

借家を除外すると、復興住宅の約6害IJ

の公的借家への家賃補助を断ち切るこ

とになるので、この除外も正しくない

と考えたc

④ 家賃補助の制限

一般の家賃補助制度においいては、

11計氏肘住/Jü全米~!:fijの屑住者について家

負担H助を行うべきでないとする意見が

強い。なぜならilt低肘1J:水準未満住宅

にも補助を行うと、 i並i止ーな病性ノド準へ

の移動を誘導しないからである。しか

し、被災地におけるu宅ィ、足の状況の

中で最低肘1+:水準未満の居住持への家

賃補助を行わない と、家賃補助の対象

者は少なくなる。

ただし、徐々に開f主成治をi以下にし

ていくことが望まれるので、とりあえ
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ず家賃補助を固定化しないよう、 一定

期間経過後は、住宅の復興状況に応じ

て、より良好な住宅への住み替えを誘

導することとする。

⑤ 補助の期間と財源

被災地の復興に必要な期間を考慮し、

補助の期間は原則として 5年間とする。

なお、 5年経過後において65歳以上の

高齢者、障害者などに対して、その後

も家賃補助を存続させるべきである。

震災により住宅を失った高齢者、障害

者などは、 5年の聞に生活再建を期待

することが困難と考えられるからであ

る。

本家賃補助制度の財源については、

仮に建築学会近畿支部の調査した全半

壊住宅の約15万世帯の半分が借家に住

むとみて、家賃補助が必要とすると年

額60万円程度を約8万世帯に補助する

ことが必要となる。これは年額では480

億円になるが、地方自治体の負担の限

度を超えるので、被災者支援のために

政府が負担すべきである。
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一3 避難所閉鎖、仮設住宅に関する要望書一一一……

提出年月 1996年(平成8年) 7月

提出先兵庫県、神戸市

近畿弁護士会連合会

今回の大震災で被災し、避難所でテ ントノI~治を続けている被災者ら より、

8月20日の被害援助法の適用打切 りによる避隊所閉鎖は、窓法13条、25条、

国際人権規約(社会権規約)11条に違lえするとして、人権侵害救済の申立が

なされた。近弁連人権擁護委員会では 71うの人権擁護委員による調査委員会

を発足させ、調査を行った。

被災者らが仮設住宅に移転でき ない埋rliは、近隣に仮設住宅が少なく、遠

方の仮設住宅には入居できない、やむな く人病しでも交通費が非常な負担Iに

なるという点にある。これは仮設住宅建設川地の条件が厳しすぎることが原

因であることが判明したので、建設要ilを絞キ11し、被災者らの同住地近 くに

仮設住宅を建設できるよう な施策をとることが必要であり、また、遠)jのf!i

設住宅入居者には交通費の補助制度を実施する必要があると判断し、兵l取県、

神戸市に要望書を提出した。

松岡義広氏他17名および荒木愛子氏

他5名より 当連合会に対し、 今回の阪

神大震災に伴う避難所生活に関して、

人権侵害の事実があったので適切な紋

済措置を求める旨の申立がありました。

当連合会人権擁護委員会においで慎

重に審査した結果、貴庁に対し下記の

通り要望書を提出致します。

記

地震直後の一定の期間はやむを得な

いとしても、半年以上も経過した現在

において、被災市民がなおも避難所や

テント守二泊を続けるとい う状態に青か

れている こ とは、憲法13条がi~障する

r 11占|人の尊厳」、憲法25条が保障する「健

以で文化的な故低限度の生活を'Mむ権

利」、経治下j・社会的及び、文化的権利に

l対する国際規約11条が保障する「食糧、

衣知及びiU可に関する権平IJJ が侵害さ

れていると言わざるを得ません。

"1" -u人らが現住の避難所から似設住

宅への移転を希増しない主な理rlJとし

て、近隣に似設住宅が少なく、作自の

健康 1-、仕事卜、教育 上の理由により
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遠隔地の仮設住宅には入居できない、

やむなく入居しでも交通費が非常な負

担になるというものです。

この様な状況を改善するため、関連

当局におかれては、仮設住宅の建設要

件(公用地もしくは面積が1000凶以上

の土地で無償の使用貸借のできる法人

所有地等)を緩和し、小規模な民有地

を借り上げる等の方法により、被災者

の震災時の居住地近くに仮設住宅を建

設できるよう、被災者の立場に立った

柔軟な施策を採用される事が必要で、あ

ると考えます。又従前の居住地から遠

距離の仮設住宅入居者には交通費の補

助制度を実施されるのが適当であると

思われます。

神戸市は、交通費の負担については、

それが原因で就業できないのであれば、

生活保護の受給によりこれに対応すべ

きであるとの見解ですが、生活保護の

受給によりすべてが解決するわけでは

なく、生活保護の要件に直ちに該当し

ない場合でも、今回の震災という特別

の事情のもとで、被災者の倒別の状況

に応じた選択の幅の広い救済のための

きめ細かい施策が考えられなければな

らず、上記の交通費用の補助帝1]度もそ

の施策のーっとして実施されるべきで

あります。

このような現実に採用可能な施策の

検討をなさないまま、避難所やテント

生活を続ける被災者に対し、個別の状

況を検討することなく退去、明i度しを

強制すべきでないことは勿論、説得の

範囲を超えて、立退を強制していると

受けとめられるような心理的圧迫を加

えるべきではありません。

以上の次第ですので、兵庫県および

神戸市におかれては、憲法および国際

人権規約の趣旨を尊重し、現時点にお

いても採用が可能な方策を検討し、被

災者が従来の居住地域を離れることな

く、復興に向けての生活ができるよう

に、今後とも最大限の努力をされるよ

う要望いたします。

以上
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近畿弁護士会連合会少年対策委員会

第 1 日程

1995年11月9日

移動 関西新空港発 復に函館ツ戸港一着(函館泊)

2 11月10日

10時から12時まで函館児童相談所

移動函館空港発一一奥尻空港者

4時から 5時半まで 奥尻町会役場

7時から 8時半まで 市IJ野静 f氏(青苗小学校教諭)より聴き取り;珂査

(奥)Jl.iej)

3 11月11日

9時半から 1時半まで制野征男氏 (1丸川町議会議良、奥尻の復興を考える

会会長)の説明を受けなが ら、奥!えt~ -)目l兄t干(仮設住宅、防潮堤、新築

の青苗小学校、大壁画等)

2時から 7時まで小職ら 2名のみにより奥尻九一阿見学 (奥尻泊)

4 11月12日

移動奥尻空港発一一函館宅港着

移動 函館空港発一一一関西新空港着

第 2 地震被害概要

1 時期 1993年(平成 5年)7月12fI (11) 22U寺17分 ころ

2 震源地北海道南西沖

3 架さ 34キロメートノレ

4 規模 マグニチュード7.8 

5 余震の震央 幅約60キロメー トル、 i之さ約170キロメー トルの広範凶

B 各地の震度分布

震度 6 (烈震) 奥fft.IIIJ(震度計が無いため推定)

5 (強震)

4 (中震)

江差町、小樽市、好者IIIIIJ、深浦町

函館市、室市l市、片小牧市、倶知安町、青森山、
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むつ市等

7 津波の高さ 奥尻町西岸の藻内地区の29メートルを最高に、青苗地区でも

5 -10メートル(全体に、調査子法により誤差大きい)

青苗地区や稲穂、地区では岬という地形的な条件が重なり、被

害が重大化した。

8 津波の到達時間 計算上は約 7分だが、 5分前後という住民証言もある。

9 人的被害死者・行方不明者 全体で229名

重傷・軽傷

奥尻町で198名

全体で323名

奥尻町で143名

第 3 奥尻町役場における聴取事項

(復興対策室、教育委員会、保健婦の方々を交えて)

1 被害について

地震そのものよりも後の津波の被害の方が大きく、その結果島の最北と最南

の地区が大きな被害を受けた(稲穂と青苗)。津波の後の火災による被害も。地

震そのもの(土砂崩れ)による被害として大きかったのはホテル洋々荘が崩壊

したことで、ある。

2 地震直後の状況

島の北海道本島へのアクセスは飛行機とフェリーであったが、地震後空港は

飛行機の発着できない状態となった。

町民全体が被害者という感じだが、被害の少ない者が積極的に救援活動にあ

たる姿勢もみられた。町役場の職員は、被害状況の調査、避難所の確保や運営、

遺体の発見や保存、飲み水の確保等に忙殺された。後には援助物資の分配も大

変な作業となった。

3 子どもの状況

(1) 両親を亡くした子など、最も他者から保護を受ける必要性が高いと考えら

れる子どもへの対処は?

親を亡くした子は勿論いるが、両親とも亡くした子は幸いいなかった。父

親が漁で海に出ていて助かった例もある。また、親の保護が受けられない子

も、島中が親戚のようなもののため、必ずあたたかい保護は受けており、誰

からも保護されない子どもというのは考えられない。

小中学校とあまり変わらないメンバーですごし、外出の際家に鍵をかける
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こともしないおおらかさもある:lll!.城Niで、あり、行lirlJtiliとはかなり災なる;';Inl

気がある。

(2) 保健婦の方に対し、子どもの心のliliでのケア全般について':i.:;1僚の経験に!1(¥

らして教えてほしい

地震直後は病院にかかりきり で身体的なliIiでの治療や介護にあたった。

一か月くらい後から、心のケアについて 11をIIIJけだした。f勾平年行うi健建!泌j永主Us"B

断について、今年は無理ではないかとのだ、比もあったが、震災後だからこそ

やろうという声が大きく、行うこ とにした。そこで{，、の{定以1(liにも配慮した

形にした。 しかし、現場の者からしたらいまーつひんと こなL、。子どもたち

は元気でhあり、心に深刻な傷を受けているれが 多いのは、むしろ大人の方で

あった。仮設にひきこもって仕事にも行かないものも多く、なるべく行って

話しかけたり非常に深刻な場合はリf門家のケアを心掛けたりしている。

健康診断の具体的結果は以下のとおりである。いくつかの項 1-1について 1'1

分でチェックする形をとり、 一つでもあてはまったれにつき問診を行い、 786

名中 162名が精神的健康につきチ エソクされた。 その内 ~Ii門的フ ォ ロ ーが必要

なものが52名、内精神科医の問診を受けたのが38千うであった。これらの人は

身内を亡くしたものが多かった。ただしこれは大人だけを対象にしたもので

ある。島原でも同じような調査が行われたが、!丸山のhがチェックされる.('J

が少なかったらしい

-特に精神的ショ ックが大きい ものへの刈処は

精神科の先生に見せる。 また、仮-設支{住i七:了，七-ぺぺイヤO(~; への1保以μ4他H注:汁山出k品糾I刊1dj の μb川|間i日制:j も行われた。

話を聞くだけでで、あるが、 !感惑情を人古日前ijでは7なな1公.カか、なカか、J山|

時問話し込むことが多かつた。1い内人付l字零手(1が的lが内〈句jにも i屯Eく，心L心、にひび<-1花ゴカが芯j多与く仁、 -}I人Lの

話を間くだけでで、開く 者も非常に彼労する。保健制 3/(，と:iI-護婦 l名の態勢で

は大変で‘あった。段々そういう 析はiJ必っていくが、'~くが建って似設を出てい

くことにより、訪問の機会が逆に減ってしまって心配な-i';-{もいる。

(3) 教育委員会としての救援や子どもに対するその後の配慮について教えてい

ただきたい

・教育委員会としては、地震の際には児~\の安否の係認1\に追われた。また、

一週間夏休みを早める等の対処をした。 ただ、けじめをつけるために終業式

をきちんと行うように指導した。

その後、現場の教師達の子で、災休みのIgJ、'11";::校の一教室を借りて友達

が集まり遊んだり話したりをする場所がυ支けられたようであり、教育委民会
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の指示ではないが、非常に素晴らしいことだ。保健婦の方が色々印象的なケ

アに励んでくれたらしい。各地域からの旅行の招待やボランティア(泉谷し

げる等)の訪問も子どもらは喜んでいた。教育委員会は学校の現状復帰や炊

きだし等に追われて大変であった。今では子どもたちは震災前と変わらない

状態だが、内面はわからないため、まだ注意を怠ってはならないと思う。

・避難所により学ぶ場が失われたことは無かったか。

学ぶ場が失われてということは無かったが、体育館や広場(ヘリコプター

がおりる)が失われて、遊ぶ場が減り、子どもたちが体をもてあましていた

ことはあった。しかし 9月いっぱいで・そういうことも無くなった。

仮設が建ったのが早いから避難所の解消も早く、幸運だと思う 0

.虐待等の報告は

聞いたことがない。ただ、仮設ではストレスがたまるから子どもをしかる

時もいらいらして強くしかったりすることもあるのでないかとは想像できる。

(4) 教師や保健婦等子どもに直接接する立場にある者の精神的ケアの面での重

要性がいわれているが、内部でこの点話し合ったりしたことはないか。

教師の中ではあったようだ。教師の中では、 地震の体験についてはおしこ

めるのではなく表現させて乗り切るべきだという考えが多く、作文を書かせ

る等の指導につながっていったようである。

4 仮設住宅や避難所の状況について

(1)避難所の状況は

避難所は、各学校や公民館、集会所にできた。学校においては体育館を使

い、教室は使っていない。そして、約 l、2か月で解消し、全員が仮設住宅

に入ることができた。従って子どもの授業に支障があったという話は開いて

いない。住民の少ない地区や避難所では住民がリーダーとなったところもあ

ったが、大きな避難所では役場の者がリーダー的存在となって運営にあたっ

た。仮設も現在半分ほどが自分で家を建てて出ていっている。神戸と比べる

と、非常にめぐまれていると思う。

(2) 仮設住宅が遠くて入りたがらないということは無かったか。

従来の家から離れたところではなく、近いところに建った。

5 役場を中心とした救援、復興対策について

(1) 役場の対策の中での、今、当時を振り返ってみて最大の反省点は、何かこ

ういう時になると本当に役場の人聞は手が足りないことがわかった。

(2) 関西では地震に対する日頃の心構えがまったく無く、防災訓練もおざなり
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なものでしか無かった場合が多いと聞くが、奥尻でもどこまで真剣になされ

ていたのか、正直言って日頃の防災訓練ぺ{;(こ/{貴1)昧が欠けていたことは係か

であった。

(3) 津波による死亡者が多いが、地震後に沖波が来ると L汁認識はどの在民一

般的だったのか?

大人は地震が来たら津波が くるということは大体わかっているから fども

を連れて逃げた。逃げ遅れたり 家族を助けにi1ったために被'存にあったず;が

多い。

(4) 一般のボランティアの働きについて

自発的に全国から来てく れた。 学生が多く、炊きだしゃ援助物資の配給勺:

様々なことをしてくれた。親が他のことにかかりっきリだから、子どもにか

まう余裕が無く、ボランテ ィアに遊んでもらったという出でも助かった点が

多い。

(5) マスコミ等のために救援、 復興活動が阻害されたことはなかったかフ

本来指示を与えなければな らないι坊にいる 11IJl.とがマスコミ対応に追われ
て大変だったという 面はある。

(6) 役場の災害復興対策室はいつできたのか 7

10月からである。

(7) 復興は主にどの自治体が中心となって計 |則したのか?

北海道庁がやった。

(8) 住民意思の反映はどのような形でなされているか?

説明会を開いている。

(9) 住民どうしの助け合いで目立った点は?

住民の中では、地区により被'六会が少なかったところの住民が多かったとこ

ろを助けたりしていた。

第 4 奥尻町立青苗小学校教諭からの聴取書

1 はじめに

95年11月10日夜、奥尻島内の民宿の一室で、 1奥気矧))川yぺLし'烏民J187lf山1Y円"日iノlト、f乍i
子先生のお話を開かせてI項頁いた。

青苗地区は、北海道南西沖地震の被'?子 (Hri皮による被害、 火災による被'fn

を最も受けた地域で、約1300人の住民のうち86人が死亡、 21人が行)Jィ、IIJ]、 12

人が重傷となった。 青苗小学校においても全Y己主129人のうち 5人の児五が死



262 

亡、 2人が行方不明となり、その家族に死亡者や行方不明者を抱える児童も多

い(両親のうち片方が死亡4名、親重傷 1名、親族の死亡等多数)。

制野先生は、当時、青苗小学校の2年生の担任をしておられた。我々の関心

事は、震災後の子どもの様子と精神的にシヨソクを受けている子どもたちに対

して現場の教師の方々がどのような対応をしたのか(いわゆる「心のケア」も

含めて)との点であった。

制野先生のお話の内容は、以下のとおりである。

2 制野先生のお話

(l) 地震発生直後

1993年7月12日、午後10時17分、地震が発生した。私は、青苗小学校から

約20km離れた宮津地区に住んでいたが、大きな揺れがおさまると同時に、高

台にある宮津小学校の校庭に家族で避難した。宮津地区のほとんどの人たち

がこの校庭に避難してきており、焚き火を囲んで不安な長い一夜を過ごした。

持参した携帯ラジオで、青苗方面の被害状況や火災の発生を知り、受け持

ちの児童の安否が心配だった。南の空を見ると、青苗方面が真夜中なのに明

るくなっており、ますます不安がつのる一方だった。

しばらくすると、たまたま用事で稲穂に行っていて地震に遭った役場の人

が、道路は通れないため、歩いて山越えをして宮津小学校にたどり着き、 「稲

穂が大変だ。 j津章波で

f何可とかしてやつて欲しい。」と訴えた。宮津地区の人たちは、やっと通じた無

線で、役場ゃいかつり船に救助を頼むなどして、長い一夜が過ぎた。

あたりが臼み始めたと同時にそれぞれの家に走り、裸足で山に逃げたとい

う稲穂地区の人たちのために、革itなどを集めた。

私の家は、建物は無事だったものの、中は倒れた家財道具でめちゃめちゃ

fごった。しかし、家を片づけるどころでなく、地域の婦人たちとすぐに会館

に集まり、稲穂地区の人たちの無事を願いながら、おにぎりづくりに精を出

した。男の人たちは、山越えをして、おにぎりや靴などの必需品を届けに行

き、行方不明者の捜索活動にも加わった。

私は教え子の安否が気になっていたが、電話も通じず、青苗までの道路も

崖崩れ等で寸断されていたため確かめることもできず、 13日は一日中、地域

の人たちと一緒に、おにぎりを作り続けていた。

後で聞いた話によると、青苗地区に住んで、いた先生たちは、地震直後から

被害の大きさを直観し、避難途中や避難先で、出会った子どもたちゃ誰かに聞
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いて無事が確認された子どもたちの名目ijをメモしながら、安否を確かめて1か

いたそうだ。

私が青苗に行くことができたのは、 1411の判になってからだった。)Ii1 fi 

がやっ と通れるだけの道路は、数n11ijに通った道路とは、まるで違っていた。
道路の真ん中まで流されて きた'冬、 JMれてi僚のiJlとなった'糸、 4!lに松;1地

区は、集落の半分が消えており、 w波のl成)Jをまさまざと凡せつけられた。
この日の午前中、 震災後初めての峨H会泌が141Jかれ、集まった教f:lliそれぞ

れの情報を もとに、児童と保護名の'ム7tを集約した。青山lノド;:，校児去の死亡

者、行方不明者合わせて 7名とL寸1.IH:'J*r' i !，.j~に職民 主主 |付は市昔しい'ヤ気に包

まれた。

会議終了後、先生たちは、教えチの 4!1.~ 事を ji~(かめるため、避難所やfJ~械の

家などを訪ね歩いた。「先生と本リ存ってくる j乙気な了どもたちの倣を見

たときは、とてもt喜しかった。

しかし、 7月12日を最後に、7手うの{どもたちのぶれな笑顔を見ることは、

とうとうできなかった。

(2) 終業式・ 夏休み

地震直後、着の身着のまま避型fjした人たちは、生きていくことに精一材、で

学校どころではなく、約 1 週間J(ま1' 1 然休校という )I~ になっていた。しかし、

けじめをつけるために、島内の"tt交は 7) J 20 11に'1'1に終業式を行い、いつ

もより早い夏休みに入るこ とになった(北;lljほではぶ休みがたiく、冬休みが

長い)。

校長 と教育委員会が話し合って、奥I) t'.f. bの全小，、?t交で:Qi~みを 1 ;与!lf¥j'T'め

ること、ケ ジメをつけるために 1，，;:，則の終業式を行うことを決めた。 終)~式

の 日 にちが決まると、子ど もたちの笠 ド校のI1 ~B也(取がやっと 通れるだけの

狭い道路、災害復興のための卒は域1えるー)j、あたリは王L僚の111)、終業式の

場所(体育館は遺体置場になっておリ、校??は亀裂と陥没で危険な状態)、7

スコミ対策 (震災後初めての笠校ということで、マスコミ|品l係1iが大勢米る

ことが予想された。)等について、l'刊、'J'liiJb職tt会議でみ「iし介った。この|時期

にあちこちに散っているチどもたちを Iヵ所に1L今めるということ自体が大変

な作業だった。

当日は、地域ごとに児主の集台場所をiためて、牧内liが f分け して'JIキした。

校舎が危険な状態なので、 ーか所に児市を集めることはやめ、科教引の校内

放送で校長先生の話を聞き、:J:II任との"古も t1j.llす間で終わらせる とL汁、あわ
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ただしい終業式だった。しかし子どもたちは、震災後初めて友だち皆の顔を

見ることが出来て大喜ひーだ、った。今までどこにも出歩けず、友だちにも会え

なかったのが、実際に友だちの無事な顔を見て、喜びあっていた。子どもた

ちは、皆しゃべりたいことが一杯あって、地震のときのことを「あーだ、った。

こーだったJ r怖かった」と話し合っていた。

例年の夏休みには、自由研究などの学習課題を出していたが、今回の夏休

みの宿題は、「地震のときの作文」だけにした。これが後に作文集「悲しみを

のりこえて」となる。

地震の作文を課題として与えることについては、教師の中でも 「辛い体験

を思い出させるのはかわいそう」との異論もあった。しかし、「現実に自分で

体験したことにしっかりと目を向けさせ、これからどうしたらいいのかを文

章にして考えさせよう 」というこ とで、全校児童に作文を書かせることにし

た。

(3) 避難所での臨時教室

一番大きな避難所となった青苗中学校の体育館には、約450人の人々が避難

してきており、小学校の児童も家族と一緒に大勢避難して来ていた。夏休み

に入って、島外の親戚などと暮らすために島を離れる児童も増えていたが、

そのまま避難所で生活している児童も多かった。

床の上に一人一枚の毛布だけという避難所での生活はプライパシーもなく、

子どもたちは、走り回ることも、大きな声を出すこともできない。 また、避

難所には、高齢者や若い人たちなど、いろんな生活リズムの人が雑居してお

り、夜中まで起きている人、朝早くから行動する人、犬や猫、小鳥等のペッ

トを持ち込んで、いる人もいる。地震のときの夢を見たのか、夜中に「ギャー!J 

と叫ぶ人もいるらしい。しばらくは余震も続いており、少し大きな揺れを感

じると、起き上がって逃げる用意をする人たちも多かった。「いつでも逃げら

れるように靴をはいたまま寝ている。」と言っていた子もいた。また、津波に

足をさらわれそうになりながら親子で命からがら逃げることができたという

子どもは、しばらくの問、どこに行くにも親にべったりと甘えてくっついて

いた。親の方も可愛くて仕方がないという様子で自分の傍から離そうとしな

かった。

いずれにしても、地震直後の避難所での生活というのは、いろんなストレ

スがたまることは間違いない。

そこで、私たち教師は、避難所で生活する子どもたちに短時間でも、自分
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たちの居場所を作ってやりたいと考え、 7月2411から肖 111中学校の J教室を

借りて「臨時教室」を開いた。 臨H寺教室(土、午前'1'の2-3 i1キ問、光'-j:たち

が毎日 2-3人ずつローテーシ ョンを品[1み、 liii半は，'/'習、後半は遊びという

日程で進められた。「教室」といっても、勉強を教えるのではな く、 それぞれ

の子どもたちが学習するのを見守り、後 、ドの遊ぴ時間には、 f~ 頃のストレス

を発散させるよう、天気の良いけはグランドに出て、ボール運動などで思い

っきり遊ばせた。

避難所にいた20人くらいの小学生は、「臨11;1'教'主」を楽しみにして、毎日集

まって来た。初めての臨時教室で子どもたちが大事に持ってきたものは、終

業式の日に渡したままの真っ白な作文JtJ紙だった。避難所生活では、作文ltJ

紙を広げて書く場所さえなかった。 子どもたちは、 j支援物資でもらった鉛筆

と消しゴムを使って、恐ろしかった地震のことを堰を切ったように書き始め

た。最初は小学生だけでスター卜した臨時二教室だったが、 しばらくして中学

生からも参加したいという戸が出て、 一緒に勉強するようになった。教空で

は、子どもたちそれぞれが「私の大事な ものが津波で流されてしまった」等

と震災のときの体験を話したりもしていた。

そのうち急ピッチで仮設住宅が建ち、 11..... ';荷台朽や-fどもの多い家放が優先的

に入居していったので、避難所の-fど もたちの数も少なくなり 、 7 H 31 tlに

は「臨時教室」も自然消滅した。

「臨時教室」の他に、夏休みに人って1M]もなく「ラジオ体操」も実施した。

例年、夏休みには各地域ごとに朝のラジオ体操を行ってきたが、災'会後の f

どもたちの生活にリズムを持たせるため、友だちと毎判顔を合わせるこ とに

より仲間意識を育てるため、今まで以|に必要性を感じたからだった。

避難所や無事だ、った地域ごとに 4か所で、行われたラジオ体操は、 fどもた

ちが中心になり、大人も協力してくれる"，で、毎朝行われた。

私たち教職員も、分担してこのラジオ体岐に参加し、 fどもたちの様チに

気を配るようにしてきた。

(4) 救援物資について

青苗小学校にも、全国から、大量の救媛物資が送られてきた。その'4'でも、

「いつ何が必要か」を把握して、時期lを逃さずに送ってきた物資が 一喜子桔し

かった。例えば桧山の教職員組合の先生たちが、長災の翌日に中山の衣料品

を集めて、フェリーが運行するとIIiJi1与に臼らトラソクを運転して古11V中"';:'校

の教室に運び込んで下さった。 '-"1s寺は、A:主iliifrの人たちのほとんどが着の身
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着のままの状態だったため、少しでも寒きをしのげるものは、飛ぶようにな

くなり、非常に喜ばれていた。しかし、新しい衣料品が被災者に行き渡って

から届けられた中古の衣類は、あまり歓迎きれなくなった。私たちも、学校

宛に届いた救援物資の中から、当面、被災児童が必要と思われる物を選んで

は届けて歩いた。鉛筆、消しゴム、ノート類を初めとする学用品、生活する

ために必要な日用品、衣服、靴、バッグ等々、全国から届けられた山のよう

な段ボールの中には、それぞれの人たちが思いを込めて送ってくれたいろい

ろな物が詰め込まれており、その中から必要な物を探し出すのは、なかなか

大変な作業だったが、子どもたちの喜ぶ顔を，思い浮かべながら、 「この靴はあ

の子が履けるかな?J rこの服はあの子に似合いそうだな」などと考えながら

選ぴ出した。しかし次から次に送られてくる救援物資を運搬し、開封し、仕

分けするという作業は大変なもので、私たち教師は、その作業にも忙殺され

た。テレビで rooが足りない」と報道されると、全国からドッと送られて
来るということがあり、今さらながらテレビの威力に驚かされた。

しかし、中には、「食べ物が不足している」という報道に、バナナやケーキ

などを入れて送ってくれる人もおり、渋滞した荷物がやっと届いた時には、

すっかり腐っていたということもあった。また、中古の下着や流行遅れの衣

類、校章の入った制服なども、善意とはいえ、どうかと思った。

(5) 2学期が始まって

2学期は、青苗中学校の教室を間借りして始まった。子どもたちが書いて

きた作文に目を通すと、それぞれの子どもたちが、自分の体験した震災の体

験を リアルに書き綴っていた。今までの作文の時間には、なかなか筆の進ま

なかった子どもも、何枚も書いて来ており、震災の体験はどの子にとっても

強烈だったこと、子どもたちはその体験や感情を表出する機会を求めていた

こと、夏休みの宿題に作文を書かせたことは間違ってなかったということを

確信した。

この作文は、それぞれの担任の子で学級文集にまとめられ、 9月に震災後

初めて実施した参観日 「作文発表会」に父母たちの前で発表した。さらに、

この学級文集をもとにして、父母からの寄稿や全国から寄せられた激励文な

ども加えて編集し直した「全校文集~悲しみをのりこえてー」が、翌王子成6

年2月に完成、激励をしてくれた全国の方々へ、 礼状と一緒に発送した。

また、 2学期に学校が再開されてから、学校行事もできるだけ実施してき

た。震災によって少なくなっている授業時間数が、学校行事のためにさらに
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少なくなることも心配だったが、民災て、傷つけられたイ・どもたちの心を泌す

ために学校としてできるこ とは、勾j年ド，夫人施している，、γJ

常に近い形でで、実施して、 学校生日をもとに民してやることだと ;与えだからだ。

行事ひとつ実施するためにも、 fifi々な|州主Hがあった。体育Uriのf史片lにはIjt

学校側の理解が必要であ り、マラソンをさせるための道路は陥没や降起がひ

どく走れなくなっており 、迷JLでjJj'{んだitriや川には津波の危険があった。 そ

んな中で、遠足もマラソ ン大会心γ判発表会も、教職以全Liで1.夫しながら

実施した。

(6) 全国からの激励

夏休みが終わって学校が始まる と、全111からIlJIIのように激励の子紙等が

届 くようになった。学校やさn&全L1で、少ilUJなど地域のi'iiimJJのIj'で、家族
で、兄弟で、 一生懸命書いてくれたT紙や寄せ計一き、だf、いを込めて折ってく

れた千羽鶴などを教室や廊下に民7)えしたり 、休み11']'1聞にみんなで読めるよう

にしfこ。

自分たちで育てた米やさつま寸をillってくれたρ付交、と1:治不|や社会科の授

業を通して励まして くれた'苧級、病院のベッドで児童全共にマフラーを編ん

でく れた人、手作り の人形や竹トンボやキーホルダーを込ってくれたブj々、

サンタクロースの服装をしてきて励ましてくれた青今回、旅行にHli与してく

れた団体。他に も全国のいろいろな人が、「がんばって」と IJJ!Jましてく れた。

鉛筆やノート等の学用品もたくさん汀!l、たが、 j七どもたちが物を大切にす

る心を失うことを心配した私たちは、 -11、'd呆作しておき、必要なときに必要

なだけ渡すことにした。また、いろいろな機会を通して、 「この全1-"1のh々 の

激励に応えるためにも、 今はしっかり勉必しよう。そして、どこかで凶って

いる人がいたら、 一緒に考えてやれる俊一しL、fになろう 。」と、 fどもたちと

話 し合った。

(7) その後

平成7年 1月17日、阪神・ 淡路大以災が発qごした。

3学期が始まって登校 してきた了どもたちは、誰からともなく「阪神に T

紙を出そう。」と言い始めた。早速、うで校児童がf紙を:t干き 「けっぱれ 1阪神

っ子』 という文集にまとめた。

同年4月、 青苗小学校新校合が完成、 Y44tたちは新しい校合で学校生活を

始めた。7月の落成式での 「ノfネル11むでは、民災からこれまでの fどもた

ちの学校生活や、全国から寄せられた激励の子紙などをまとめて紺介した。
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9月には、全校児童が2年前に友だちを呑み込んだ浜辺に集まり、自分で折

った折り鶴と、全国から寄せられた折り鶴を燃やして、亡くなった肉親や友

だちの冥福を祈ると共に、これからの決意を発表する『折り鶴集会』を開い

た。

(8) 心のケアについての雑感

阪神・淡路大震災を境に、マスコミ等でしきりに「心のケア。心のケア。」

と騒がれているが、私には「心のケア」というのが何なのかよく分からない。

心だけを取り上げてケアしでもあまり意味はなく、それよりも回りの物理的

な環境を整えることこそが心のケアに繋がるのではないか。

例えば、避難所で長く生活していれば、誰だ、ってストレスがたまり精神的

にしんどくなるはず。いくら話し掛けて悩みを聞いてあげたって、ストレス

を根本的に解消することはできない。出来る限り早く仮設住宅を建ててそこ

に住めるようにすることこそが、必要なことだ。また、仮設住宅の生活も長

引けばしんどくなってくる。すると今度は一日も早くきちんとした家に住め

るようにすることこそが必要なことになる。

子どもにしてもとりたてて震災のことを話題にして心の悩みを聞き出すよ

うなことはしていない。そういうことは、普通に学校生活をしていれば自然

に話題に出てくるものだ。ただ、子どもたちの話題に震災のことが出てきた

ときに、先生によっては「そんなことは話さない方がいい。」と押さえつける

人もいるようだが、私はそれは良くないと思う。

例えば、運動会の話をしているときに「そういえば(亡くなった)00君

は走りが速かったなあ。」という話が子どもの中から自然に出てくる。そうい

うときには、その話を受け止めて「そうだねえ。 00君がいたら良かったね

え。」とひとしきりその話題で話をする。教室でこういう会話をすることは、

ものすごく大切だと思う。

震災直後の「臨時教室」にしても、混乱した状況の中で 「少しでも自分た

ちにできることをやろう。」という思いでやり始めたことで「心のケア」をし

ようなどとは考えてもいなかった。

3、調査弁護士の感想

神戸に比べると避難所が解消されるまでに要した時間や仮設に入居すること

ができるようになった時間なども(被害の規模、地理的条件からか)格段に早

いのに驚いた、また 「心のケア」 という言葉については、制野先生だけでなく

あちこちで「ピンと来ない」という反応を受けた。これは、奥尻島のように地
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域の共同体が残っているところでは「心のケア」というのは誰もが日然にやっ

ていることで、とりたてて意識して話すこ とではないからだろう。

震災直後に子どもたちに「ほっとできる凶場所」を提供するために臨時教室

が始められたこと。とりたてて地震を話題にして悩みを聞き山すようなことは

しないが、子どもの側から自然に話題がIP，たときには、押さえつけずに話を受

け止めてあげること。そういったさりげない配慮こそがとりも庶さず「心のケ

ア」になっていたのではないかと思われる。

そして、市IJ野先生が話されたとおり、 1J.m:!克をlt心とした物別A的な環境を一
刻も早く平常に戻すことこそが、何より の「心のケア」 なのではないだろうか。

第 5 子どもたちの作文(抜粋)

青苗小学校の作文集「悲しみをのりこ えて」を読ませていただいた。そこには、

地震のときの生々しい様子や亡くなった'ぶ政や友だちへの忠、いが綴られていた。

どんな報告文よりも「説得力」のある文章が枚んでいた。

以下の作文を紹介したいと思う 。紙凶lの布1¥介上、大部分を行略した|で一部の

みの紹介になってしまったが、作文を書かれた符さんにはおれしを願いたい。

「大きいじしんがきました。/っ くえがたおれました。/あたまにぶつかりまし

た。/おかあさんが、つくえをつかまえま した。/たおれてきました。 /わたし

もおきました。ないておきました。/つなみの (1が、ゴーゴーとしました。/外

へ出ました。だんちににげました。/お じいちゃんもにげました。/おじいちゃ

んは、足がいたいといいました。/ふみおにいちゃんが、手をつなぎま した。/

おとうさんと、おじいちゃんと、ふみおにいちゃんと、ななと、おねえちゃんと、

おかあさんと、あきにいちゃんが、Tをつなぎました。/まちがやけました。い

っぱいやけました。/つなみがいっぱいなっていました。/111学校に行きました。

おつかなかったです。/大きな大きなじしんがきましたJo (2年・女)

「お父さんがおばあちゃんを助けに行っているあいだに ョゴーソ。』 という 舟が聞

こえました。わたしは、 『来たよ。』と姉と妹に三う と、隣にOんでいた先生が『来

れえ。』と叫びました。私達は、 急いで助予防に采りました。乗ってすく、桜り II:J]

いたら、お母さんが『逃げれえ。」 叫びながらilっていました。 「お父さんは死ぬ

んだ。」と思い、 『お母さんは死んだりしない。」 と思うばかりでしたJo (6年・火)

「わたしは、町がこのままこわれてしまう のではないかと心配です。 も し 、 ~IT が

こわれてしまったら、みんな死んで しまうか もしれないと思いますJo (4年.!J:.) 
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「室蘭に行く前に、お父さんと自分の家のあった場所に行ってみた。そして、辺

りを見てみると、みんなの家は土台だけになっていた。ぼくは、 『はあ』とため息

をついたJo (5年・男)

「私は、避難所で電話番をしていました。なぜかというと、避難所の人達はみん

な忙しそうだったからです。少しでも大人たちの役に立ち、休んで、もらおうと思

ったからて‘すJo (6年・女)

「仮設住宅では部屋が茶の間とたたみの部屋と二つしかありません。 (聞各)いろい

ろな物が置いてあり、とてもせまいです。一番困るのは寝るときです。布団を敷

くといっぱいになってしまいます。お風目もとても狭いです。 トイレとあまり変

わりがありません。

また、夜になると隣の戸の閉める音まで聞こえてきます。仮設の建っている米

岡は風が強く、すきまだらけの住宅は風が入り込みとても寒いで、すJo (6年・女)

「聞いたときには/泣けなかった

またにっこり笑って/名前を呼んで、くれるような気がして/泣けなかった/また

元気に/rおはよう』って/言ってくれるような気がして/泣けなかった

このごろよく思う/rいないんだ」って/ rもういないんだ」 ってJo (6年・女)

「じしんでつなみがきました。おとうさんは、くるまごとながされてしまいまし

た。きたひ山で、おとうさんはやかれました。おこつになりました。もうおとう

さんはいなくなりました。おはかまいりにいきました。ももじが、ぼくに上がら

れてけがをしました。ももじは、おとうさんがのこしていってくれたねこです。

かわいがってだいじにそだてますJo (1年・男)

「じしんになる前、 おじいちゃんとおばあちゃんの家に、おにっちゃんとちつか

とうにとりのてつだいに行きました。ぼくは、船にのって、おじいちゃんといっ

しょにうにとりに行きました。船の中で、うにとつぶを食べました。おりるとき、

かっぽり(足が水で、濡れること)したよ。みんながわらったよ。おじいちゃんと

おばあちゃんがいなくなってぼくは、さみしいで、すJo (2年・男)

「お父さんは、津波で、流されました。お父さんはやさしい人でした。春にはいろ

んなところへドライブにつれて行ってくれました。夏には海につれて行ってもら

って、いっしょに泳ぎました。秋には山ぶどうや、きのこをとりにつれて行って

くれました。去年の6月に青森に旅行に行きま した。遊園地でいっしょにジェッ

トコースターにものりました。わたしは、はじめてのったので目が回ってしまい

ました。ゲームセンターでは人形をとってくれました。(中略)お父さんに会いた

いでムすJo (3年・女)
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「でもやっぱり今でも、 S君に生き返ってほしいです。それだけでうれしいです。

S君が生き返ったらうれしいです。そんなことはできないけど、そんなことでき

たら、すごくすごくうれしいです。けど、そんなことできないって分かつてるか

ら…ーJo (3年・ 女)

「体育館は使えないので、それぞれの教室で、終業式をやった。静かな教室の中、

校長先生の話がひびいて悲しくなった。いつもはうるさい教室だけど、そのとき

だけは、みんなうつむいて 口を閉じていた。こういうときに、干li道陣がカメラを

回しみんなを写しているのは、なんだかいやな気付ちだったJo (6 jl-.I;z) 

「ぼくは、大工になりたい/地震や沖波に負けない/本をつくりたい/活気があ

る/青苗をつくりたいJo (5年 ・男)

「次の目、K建設に一晩とめて もらうことになった。rllにはぷだちがL、て、無事

な姿をみせてくれた。いやな事を忘れようと楽しく遊んだ。でも、悲しみは増え

ていた。毎日のテレビが、そんな悲しみを運んでいたJ0 (5午・男)

「私は、たくさん勉強してみんなに円、ぃ人だな。』といわれるようなよい看護婦

さんになりたいです。一度都会に行って看護婦の勉強をして、力がついたら青苗

にもどってこようと思いますJo (6年・久)

「奥尻島ににぎわいを取り もどしたい、これが紅、の夢です。町をとりもどすには

どうしたらいいのだろう 。何年かかるかわからないけれど、もどす しかなL、。も

どさないと人口がなくなってしまう 。そのためには私達はここ、奥!元島に残らな

ければならない。私達はがんばって青r¥'iをもとにもどさなければならない c(中間各)

前のように、観光客が来るきれいな海、きれし、な山、きれいな町になってほしい。

(略)そのためには、私達十代の人ががんばらなければいけない。だから、 }Jを

合わせて絶対もとにもどしてやる Jo (6年.!;;) 

第 6 住環境に関する報告書

1 はじめに

本項では、北海道南西沖地震後の件環境(避難所、 f!え設住宅、公営住!士等)が

どのようであったかについて、基礎的な資料を基にして概観したい。

2 基礎資料

(1) 奥尻町における仮設住宅建設(合計 330戸建設)の経緯

7/18 第1次仮設住宅建設開始(JO()戸)

7/25 第2次仮設住宅建設開始(lOOJ')

7/27 第1次仮設住宅完成
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7/28 仮設住宅入居開始

7/30 第 3次仮設住宅建設開始(100戸)

8/8 第 2次仮設住宅完成

8/12 第 3次仮設住宅完成

8/17 第 4次仮設住宅建設開始 (30戸)

8/26 第 4次仮設住宅完成

8/27 仮設住宅入居完了

(2) 奥尻町災害復興対策室宛の質問事項及ぴ回答 (1995年12月28日現在)

① 仮設住宅に関して

a 建設戸数、建設場所の決定にあたり、どのようなことを考慮されまし

たか

(回答)

全壊世帯等の聴き取り調査を実施して必要戸数を決定。

建設場所については、被災地域に近い町有地及ぴ民有の遊休地及ぴ草

地を利用している。

b 仮設住宅の位置関係、青苗地区からの距離等。(左の事項が分かる地図

等あればご送付願います)

(回答)

奥尻町青苗地区まちづくり復興計画平面図(案)参照。

c 現在の仮設住宅の入居状況

(回答)
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地区名 設置戸数 現在入居戸数 空き家 入居世待数 入居者数 現在設置戸数

青苗 263 141 122 109 274 263 

米同 5 。 5 。 。 。

松江 24 5 19 5 9 12 

谷地 2 。 2 。 。 。

球浦 6 l 5 l 3 4 

地区名 設置戸数 現在入居戸数 空き家 入居世帯数 入居者数 現在設置戸数

東風泊 4 。 4 。 。 。

動太;兵 4 。 4 。 。 。

稲穂 14 9 5 8 18 14 

海栗前 8 3 5 3 8 8 

合計 330 159 171 126 312 301 

(千成 7年10月3111現庄)
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地区名 設置戸数 現在入居戸数 空き家 入居世帯数 入居者数 現在設置戸数

青苗 263 85 111 66 150 196 

米岡 5 。 。 。 。 。

松江 24 5 3 5 9 8 

谷地 2 。 。 。 。 。

球浦 6 。 。 。 。 。

東風泊 4 。 。 。 。 。

地区名 設置戸数 現在入居戸数 空き家 入居世帯数 入居者数 現在設置戸数

勘太浜 4 。 。 。 。 。

稲穂 14 6 。 6 11 6 

海粟前 8 I 3 1 2 4 

合計 330 97 117 78 172 214 

(平成8年 4月30日現在)
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② 避難所について

避難所の場所、各避難所における避難人数(最大時)、避難所解消の11午

期。

(回答)

避難所 開設時期 実人数 延人数

青苗中学校 7/13-8/15 660 8.736 

青苗小学校 7/13-7/21 130 710 

奥尻町青苗支所 7/13-8/2 10 148 

奥 尻 g二bE 港 7/13-7/18 50 280 

米岡自治振興会館 7/13-8/28 160 2.777 
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避難所 開設時期 実人数 延人数

松江老人憩いの家 7/13-8/9 55 839 

松江児童会館 7/13-7/14 11 16 

奥尻 高 校 7/13-8/1 270 1，563 

奥尻小学校 7/13-8/13 125 2，127 

奥尻町公民館 7/13-7/21 50 290 

母子健康センター 7/13-7/19 35 175 

球 j甫自治会館 7/13-7/15 50 895 

宮津小学校 7/13-8/4 248 1，386 

東風泊自治会館 7/13-7/26 25 299 

東風泊保育所 7/13-8/8 75 907 

レストラン波涛 7/13-7/27 30 442 

野呂前自治会館 7/13-8/10 30 777 

4E』コ 計 2，014 22.367 
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③ 公営住宅について

a 新築された道営、町営岱宅の戸数、避賊者のへか:時期。

(回答)

・道営住宅 56戸 〔入居時期〕平成5年12月22LI 

・道営住宅 26戸 〔入居時期〕平成6年12月20LI 

・町営住宅 8戸 〔入出時期〕平成6年12月2011

b 入居にあたり、行政として配慮、した点(料金等)。

(回答)

入居順位については、身障者、低所得者及ぴ高齢者↑tt:仰を抗優先とし

た。

また、入居者全てに特別減免情芦ーをとリ無料とし、今後は、それぞれ

の所得に応じて徴収することで検討されている。

④ 義援金について

a どういう名目でどれだけの額が何人に支給されましたか。

(回答)

(a) 人的被害見舞金

死亡 300万円x198名二 5億9，400hPJ

重傷 50万円x52名 2，600万ILJ

軽傷 10万円x91名 910万IIJ

;il 6{意2，910))11]

(b) 住宅被害見舞金

全壊 400万円x437i!1二二 17億4，800Jj十IJ

半壊 150万円x88i1:= H~3 ， 2007J fI l 

一部損壊 30万円X550件 1j，~:6 ， SOO万111

五1- 20u?A， 5007JP J 

(c) 農業被害見舞金(上限100万IIJ) 

18件 1，260万円

(d) 漁業被害見舞金

8941牛 6億 1，500万円

(上限:i，魚船 200万円、点、只 300 万 IIJ 、休i.(~(-30万円)

(e) 商工業関係被害見舞金

436件 6億4，885万円

(上限:庖舗 300万円、機械器具 200万円)
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(f) その他(軽被害者)

5万円X1，1l7件=5，585万円

(g) 義援金から見舞金として支出済額合計40億0，640万円

b ひとりあたりの総受給額の分布状況

(回答)

住宅全壊の場合の復興基金からの支援給付額

住宅建築費助成 700万円

家具家財購入費 150万円

仮設住宅からの転出費 30万円

以上合計 880万円×約350世帯

これにaで回答した見舞金をプラスしたものが、一人当たりの受給額

となります。

C ちなみに奥尻では、家を新築するのに大体幾らくらいかかるのでしょ

うか。

(回答)

一般的な住宅については、坪単価で45万円くらいであり、 25-35坪程

度の家が多い。

⑤ その他

災害後、奥尻島において、テントで居住している方の例は把握してい

ますか。

把握しているとすれば、その人数。

(回答)

被災直後においても、テント居住者は誰もおりません。

3 検討

(1) 避難所について〔資料6、2、基礎資料2の(2 )②参照〕

地震発生(1992年 7月12日)直後の同年7月13日から島内17か所に避難所が

設置されたが、最大規模の青苗中学校(収容実人数660人)は、設置から約 1か

月後の同年8月15日付けで解消している。この時点で既に、解消の時期が最も

遅かった米岡自治振興会館を除く 16か所の避難所が解消している。そして、右

米岡自治振興会館も、同年8月28日付けで解消され、これにより、設置から約

1か月半の間に、島内17か所全ての避難所が解消されたことになる。

このように、避難所が比較的短期間で・解消の方向へ向かったのは、次に述べ

る仮設住宅への移行がスムーズになされたことに負うところが大きいものと推
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測される。

(2) 仮設住宅について

震災から 1週間も経たない1992年7月1811には第 I次似設住宅の建設が開始

され、約2週間後の 7月27日に100戸の仮設住宅が完成している。 そして、長災

後 1か月半経った8月27日には、全ての{反設住宅 (330);)の建設及び人)/;が完

了している。これは避難所の解消の時期とほほ一致している。

〔同基礎資料(1))

これらの仮設住宅の設置場所について11-ffi地区の仮設化宅を例にとると、地

区内または地区から約 1km 以内の地点に設置されており、いずれも従前の出

住地域から比較的近い場所に、設置場所を般保できたことがうかがえる(1可基

礎資料(2))。

次に、仮設住宅解消の過程をみる と、到底!順次解消の方向にIIiJかっている。

95年10月31日と同年11月30日を例にとると、 1か月の問に人M者数が312人から

249人へと23世帯63人の入居者が似設{主主ーから山ている。また、同年11月30I:J引

在の設置戸数は、 301戸であり 、ツピき千・ができ次第l順次撤去していく Ji針であ

る。〔同基礎資料 (2)①〕

現在も仮設住宅に入居しているのは、J'i't:;を新築する予定であるが、新築下

定地の造成が未了であるとか、業千?の作X IJ f~H ちであるとかの開由で未だ自

宅が完成していない人が多い らしく、奥});.II1J災'六'復興対策宅の話では、 96年水

までには、全ての仮設住宅が解消できる 11途であるとし寸 。

(3) 公営住宅について

82戸の道営住宅、 8戸の町営{十宅が主主設され、 人出順位については、身ド草花、

低所得者及び高齢者を優先し、いずれも人以賛同を無料とする等の配慮がなさ

れている。〔同基礎資料 (2)③〕

(4) 災害復興基金からの支援給付について

住宅全壊の場合を例にとると、住宅建築t'r助成 として70(rJ:II'J、家具家財購入
費として150万円、仮設住宅からの転出校として30万円の合計880-tj円が支給さ

れている。これに住宅被害見舞金(全壊)400 JJ川を加えると、品大12807jドJが

支給されていることになる。

奥尻における一般的な住宅新築費用が、 11007jl1J-1500万円程度であること

からすると、全壊世帯の場合、住宅新築設月!のほとんどを見舞令、支援金から

給付されている計算になる。〔碁礎資料 (2)④〕

但し、以上はあくまでも単純計算によるものであるから、震災により以人が
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激減した人も多く、住宅新築に至るまでの生活費等を考えると、必ずしもこれ

で十分と言えるかは疑問の残るところである。

(5) まとめ

以上を概観するに、奥尻では神戸と比較すると、仮設住宅建設の場所、時期

等においても比較的問題が少な く、避難所から仮設住宅への移行が比較的スム

ーズに行われたことが窺える。その理由としては、神戸と比較して被災者の数

が少なかったことや仮設住宅建設地の調達が容易であったこと等が考えられる。

しかし、それにしても神戸が抱える問題の大きさを思うと、奥尻での迅速さ

には率直に言って驚いた。(勿論、あくまでも比較の問題であるが)

現在、奥尻では、仮設住宅から住宅新築等通常の生活への移行の過程にある

が、本格的な復興に向けては未だ様々な問題が起こることが予想され、今後も

奥尻の経験から学ぶことは多いであろう。

第 7 総括

今回の奥尻訪問は 3日間の短期滞在であって、もとより現在の奥尻の姿のほん

の一断面しか見ることはできていないであろうが、ここで訪問調査した者として

の感想を簡単に記したい。

1 居住環境正常化の早さ

私たちが奥尻を訪れて、まず驚いたのは、「避難所→仮設住宅→公営(道営、町

営)住宅または自宅の新築」という居住環境が正常化してい く過程が(阪神・淡

路と比較して)極めて早いことである。とりわけ、仮設住宅への入居は、地震発

生(平成5年7月12日)から約2週間しか経っていない同月 28日には開始され、

1ヵ月半経った 8月27日には全ての入居 (330戸)が完了している。

もちろん、阪神 ・淡路と奥尻では被災者数も格段に違い、また、都市部である

神戸では土地の調達が困難である等、いちがいに両者を比較することはできない

であろう。奥尻では、「阪神に比べると恵まれている」という声をよく聞いたが、

その多くは住宅事情の差を指していたように思う。

しかし、相次ぐ仮設住宅における孤独死を持ち出すまでもなく、避難生活から

来る二次的な精神的肉体的負担が重大で、あることを考慮すると、「規模が違うのだ

から仕方がない」という一言でこの問題を片づけて良いものか疑問になってくる。

神戸では、震災から 1年経った今でも、テント生活を余儀無くされている方さえ

いるのである。 I

住居対策は、震災後 l年を経た今にあっても、緊急事項として考えられなけれ
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2 地域的つながりの強さ
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次に、子どもの問題について見ると、予想していたような深刻な事例は聴取す

るに至らなかった。すなわち、児童相談所が関与した事例はほほ、皆無であり、PTSD

等の事例も聴取した範囲ではなかったようである。また、役場一関係将のみならず、

現地の保健婦や教師も「子どもたちは比較的活ち着いている。むしろ、大人の方

に喪失感の強い人が多い。」と話されていた。

子ども たちの書いた作文を読むと、寸こどもたちが震災により大きなショックを

受け、こころに傷を負っているのは明 らかであるが、少なくとも奥川においては、

それがrj采刻な事態にまで至った例はないようである。 私たちは、奥尻島の地域的

特性にその原因があるのではないかと推測した。すなわち、奥尻島では、家紋の

鮮や親戚の付き合い、隣近所の連帯!惑が常Rtftから非市に強く、これらの家厄や

地域による子どもに対する保護機能が震災後の ~I 常事態においてもし 、かんなく 発

揮されたのではないだろうか。

例えば、青苗小学校において、 震災l古後のJit休みに「臨時教室」が開かれたこ

とを紹介したが、同じ地域に住み、年:校でも地域で、も毎H顔を合わせていた先生

によって開かれたこの「教室」が子どもたちのホッとできる「屑場所」になり得

たであろうことは想像に難くない。また、これはあくまでも:位、像だが、この 「臨

時教室」だけでなく、震災後の生活のあらゆる場而で子どもを取り巻く大人たち

は、自然な形で子どもへ声をかけたり、話し1'11Tになったりしていたのではない

だろうか。

神戸では、これらの役割の多く を、チどもたちにとっては他人であった全同か

ら集まったボランティアが担わざるを得なかったが、(勿論それ自体は素晴らしい

ことだが)子どもの側からすると格段に'交心!惑が迷うであろう。

こう考えていくと、平常時において、家版や地域におけるつながり をどのよう

に育んで、いるかが、震災直後の非常時においても!:Uわれるのではないかと忠われ

る。

3 奥尻の経験から学ぶニと

以上、阪神・淡路と異なる点を中心に述べてきたが、阪神で耳にすることと夕、

通する話もいくつかお聞きした。例えば、「ひとつの避難所で'1活で きるのは、い

くら多くても100人までが限度。避難所は、小規校のものを分散して設問すべきだ。」

という意見は、阪神、奥尻の両方でお聞きしたJIRである。

これらの経験を無駄にすることな く、今後の刈策に生かされることが切に望ま
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れる。

最後になったが、ご多忙中の突然の来訪にもかかわらず、親切に応対して下さ

った画館児相の方々、奥尻町役場の方々、制野静子先生、そして、特にスケジュ

ールの調整等でひとかたならぬお世話になった奥尻町議会議員制野征男氏にこの

場を借りてお礼の言葉を申し上げたい。どうも有りがとうございました。

〈資料4 報告者:小久保哲郎 浜田雄久〉
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